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総括研究報告書 

 

家族介護者に対する支援のあり方に関する調査研究  

 

研究分担者 森山葉子  国立保健医療科学院 主任研究官 

研究代表者 田宮菜奈子 筑波大学医療系ヘルスサービスリサーチ分野 教授 

      

研究要旨 

介護者の実態把握のためのわが国初の全国調査（NPO法人介護者サポートネットワークセ

ンター・アラジン2011）より家族介護者が求める支援をまとめると、１．緊急時対応、２．

経済的支援策、３．介護者への理解、４．休養・リフレッシュ、５．仕事との両立の5大支援

であった。本研究では、わが国の介護者支援のより一層の充実を目指して、国内外における

介護者支援の先駆的事例を収集し、この５大支援の枠組みに沿って具体的な介護者支援策の

提言に向けた議論を行った。 

海外における事例として、日本同様介護保険制度を有するドイツや韓国では、その制度の

中で家族介護者に対する二次的な現金給付や、介護者の休暇に対する支援が整備されてお

り、介護者が経済的支援や、休養・リフレッシュを望んでいることを鑑みればわが国でも検

討の余地が示唆された。イギリスには、全国で定期的に介護者調査がなされ、介護者のニー

ズや生活の質等が評価され、その結果が政策に反映される仕組みがあり、わが国でも調査か

ら具体的な支援策の立案まで一体化した仕組みが必要であると思われた。アメリカでは、ア

メリカ高齢者法や同法に規定された家族介護者支援プログラムにより、高齢者や家族介護者

に対する支援が明記されており、その元で研究者らが家族介護護者支援プログラムを開発

し、介護者への教育や相談・助言の支援を行い、評価結果から改善されたプログラムが展開

されていた。これらプログラムにより介護者の負担感やうつ症状、不安感等の軽減が報告さ

れており、わが国でも根拠に基づいた介護者支援プログラムの開発が望まれる。 

国内の事例としては、つくば市でサービス提供者、アカデミア、行政が一体となり実施に

至った緊急ショートステイ空床お知らせカレンダーの実証実験を、介護者が最も必要として

いる緊急時対応の好事例として紹介した。また、介護者支援のNPO法人によるケアラーカフ

ェでの必要な支援につなぐ取り組みや、認とも・ケアともとして支援者が高齢者および介護

者のもとに出向いて行うアウトリーチ支援、さらに、日ごろからの信頼関係と種々の工夫に

より100%緊急ショートステイを受け入れる等の在宅介護支援を行っている老健施設を紹介し

た。アベノミクスでも介護離職ゼロが示されたように介護に伴う離職が問題化しており、介

護と仕事の両立に関わるわが国の取り組み状況を調査した。また少子高齢化、晩産化などに

より介護と育児を同時期に行うダブルケアも増え始め、この現状も調査した。わが国の取り

組みは、各団体、事業者、市町村が独自に行っているものが多く、これらに対する経済的支

援やさらなる政策としての支援が必要であることが伺われた。 

家族介護者支援の目的として、介護者の負担軽減と同時に、介護をしてよかったといった

介護肯定感を育む支援も必要ではないだろうか。インドネシアでは初めて実施された介護者

の鬱の状況に関わる調査と、わが国における介護肯定感に関わる研究のレビューを行った。 
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これら収集した事例を5大支援の枠組みに整理し、これらをふまえた上で、当研究班で以下

の介護者支援策を提言に向けて議論した。 

１． 緊急時対応として、緊急ショートステイが確保されることが必要であり、その方法とし

て、紹介した空床周知事業の他に、自治体事業として空床を確保しておく等もあるが、紹介

した老健施設のように100%緊急ショートステイを受け入れられる事業所が増えれば、利用

者や家族介護者にとっても馴染みの施設に入れる可能性も増え、緊急という不安な中でも安

心を一つ確保できるのではないだろうか。 

２． 経済的支援として、ドイツや韓国のように家族介護者に二次的にでも現金給付がなされ

たり、介護休暇に対する金銭支援、ドイツのような社会保険料補助、無利子の貸付け等が考

えうる。介護者が経済的支援を必要としていること、また介護者に経済的支援を行うことは

介護を労働として評価していることにもつながること等も考慮すれば、日本の介護保険にお

いても、家族介護に対する経済的支援策を検討する必要性が示唆された。 

３． 介護者への理解として、種々の相談・助言の場を多く設置することも重要であるが、物

理的にも心情的にも自ら相談に出向くことの難しい介護者も多々おり、紹介した認とも・ケ

アとものようなアウトリーチ型の支援も望まれる。また、介護していることを周囲に伝えに

くい状況の原因として、国民の介護に対する意識が希薄なのではないか、介護者自身ももっ

と自身を評価してよいのではないかと思われ、国民全体の介護に対する意識を変えていく、

あるいはそうした啓発活動が必要なのではないかと思われた。 

４． 休養・リフレッシュとして、在宅介護を継続するためにも、介護者が時折休暇を取るこ

とは有用であり、この間の代替介護者に対する支援が必要だと思われる。また介護者が休暇

をとってもよいという意識を広めることも必要だと思われた。 

５． 仕事との両立として、わが国のように介護を始める準備期間としての介護休業のみなら

ず、ドイツのようにさらに長期の休業期間や、労働時間の短縮、さらに看取り休暇等、自身

が介護をするための休暇の設置も含め柔軟な働き方が認められる制度が求められる。一方

で、離職をしても自ら介護をしたい人が、離職後経済的に不利益を被らない支援も必要では

ないだろうか。また、介護休業期間中に何をすべきか、復職後、介護が終わったあとどうい

うことができるかといったモデルがあると両立がしやすいことも考えられる将来を展望しや

すいであろう。わが国では、個々の企業が両立支援に取り組み始めているが、こうした好事

例を周知するしくみを作るとともに、対応が難しい中小企業への支援策も必要である。 

これらの枠組みを超えて、介護者の多様なニーズにこたえ得る多様な支援が求められてお

り、それを提供する介護者支援マネジメントシステムが構築されることが必要だと考えられ

た。また、高齢者にケアマネジャーがいるように、介護者にも介護者に関わることをマネジ

メントするサポーターが必要になってきていると考えられた。海外では、制度的に自己決定

権が認められており、わが国でも、支援する側もされる側も、自ら選択するという意識をも

つことができれば、自ずとおのずと必要な多様な支援が見えてくるものと考えられる。 

 

Ａ．研究目的 

介護者の実態把握のためのわが国初の全

国調査（NPO 法人介護者サポートネット

ワークセンター・アラジン 2011）1より家

族介護者が求める支援をまとめると、１．

緊急時対応、２．経済的支援策、３．介護

者への理解、４．休養・リフレッシュ、５．

仕事との両立の 5 大支援であった。今後
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さらに在宅医療・介護が推進される中、介

護保険制度により要介護者支援は整いつつ

あるものの、介護者の観点では、法的整備

や具体的支援等の面で、欧米諸国に比して

遅れており、上記に叶う具体的支援策を策

定および実行していくことは喫緊の課題で

ある。そこで、①上記５大支援に対する国

内外における先駆的事例を収集し、②①の

事例の日本に即した形での具体的な活用方

法、家族介護者に対する支援のあり方、お

よび政策への反映方法を提言することを目

的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

わが国の介護者支援のより一層の充実を目

指して、国内外における家族介護支援の先駆

的事例収集を行った。本研究班は学際的研究

者の集合であり、我々の持つ国内外のネット

ワークを活用して、担当者ごとにヒアリング

や資料から情報収集を行い、あるいは事例に

関わる文献レビューを行った。 

海外事例については、介護保険制度を有す

る①ドイツ、②韓国、福祉先進国である③イ

ギリス、多彩な民間力でカバーする④アメリ

カの事例を収集した。国内事例については、

①つくば市で官産学一体で行われた緊急ショ

ートステイ空床お知らせ事業、②愛知県春日

井市・NPO法人てとりんによる日本初の常設

ケアラー・認知症カフェ、③新宿区・NPO法

人介護者サポートネットワークセンター・ア

ラジンが実施する認とも・ケアとも同人訪問

事業、④介護老人保健施設しょうわによる在

宅介護支援の事例を収集し、⑤企業による仕

事と介護両立に向けた支援策のレビューを行

った。 

また、介護者の負担とともに介護をしてよ

かったといった介護肯定感を育む支援も必

要だと考え、インドネシアでは初めてとな

る介護者の鬱の状況に関わる調査と、わが

国における介護肯定感に関わる研究のレビ

ューを行った。 

さらに、上記収集した事例を、日本の介護

者が望むとされる５大支援：１．緊急時対応、

２．経済的支援策、３．介護者への理解、

４．休養・リフレッシュ、５．仕事との両

立にあてはめ、収集した事例をもとに、わ

が国での具体的な介護者支援策について議

論した。 

 

（倫理面への配慮） 

個人を特定できる情報は収集しておらず、

報告書にも掲載しないため倫理面の問題な

し。 

 

Ｃ．研究結果および Ｄ.考察 

海外における事例として、日本同様介護

保険制度を有するドイツや韓国では、その

制度の中で家族介護者に対する二次的な現

金給付や、介護者の休暇に対する経済的支

援が整備されていた。家族が介護をして家

事援助支援として利用することもできる。

さらにドイツでは社会保険料補助、無利子

の貸付け等が整備されていた。介護者が経

済的支援や、休養・リフレッシュを望んで

いることを鑑みればわが国でも検討の余地

が示唆された。 

イギリスには、全国で定期的に介護者調

査がなされ、各自治体に配置された統計家

により、要介護者のみならず介護者のニー

ズや生活の質等が評価され、その結果が政

策に反映される仕組みがある。わが国でも

国民生活基礎調査をはじめとした国による

介護者調査はなされてはいるものの、一部

の研究者による分析が行われる他は、必ず

しも政策に反映されているとは言えないこ

とから、調査から具体的な支援策の立案ま

で一体化した仕組みが必要ではないだろう

か。 

アメリカでは、アメリカ高齢者法や同法

に規定された家族介護者支援プログラムに
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より、高齢者や家族介護者に対する支援が

明記されている。その元で研究者らが家族

介護者支援プログラムを開発し、介護者へ

の教育や相談・助言の支援を行い、種々の

尺度でその効果を科学的に評価し、その結

果から改善されたプログラムを展開してい

る。これらプログラムにより介護者の負担

感やうつ症状、不安感等の軽減が報告され

ており、わが国でも根拠に基づいた介護者

支援プログラムの開発が望まれる。 

国内の事例として、つくば市で実施され

た緊急ショートステイ空床お知らせカレン

ダーの実証実験を紹介した。3年に一度実施

される介護福祉計画策定のための実態調査

において、毎回緊急ショートステイのニー

ズが非常に高いにも関わらず、利用が促進

されていなかったことから、緊急ショート

ステイサービス利用促進部会を立ち上げた。

その中で、空床不足というよりはどこに空

床があるかわからないことが原因と仮定し、

空床お知らせカレンダーの実証実験を行い、

閲覧するケアマネジャーにも、入力する事

業者にも概ね好評であった。介護者が最も

必要としている緊急時対応に対し、部会の

中でサービス提供者、アカデミア、行政が

一体となり実施にいたった好事例である。 

介護者支援のNPO法人てとりんは、わが

国初の常設によるケアラー・認知症カフェ

を開設し、カフェでの何気ない話の中から

介護者の問題点を抽出、整理し、必要とし

ている支援につなぐ取り組みを行っていた。

これは、2015年の介護保険制度改正におい

て配置が決まった生活支援コーディネータ

ーの役割を担っているとも言え、こうした

うまく機能している事例が引き継がれるよ

うモデルとして示すことも有用と思われる。 

ＮＰＯ法人介護者サポートネットワーク

センター・アラジンにおける、認とも・ケ

ア同時訪問事業は、要介護者だけでなく介

護者に対する集中的な個別ケアができ、介

護者が社会と関わりを持つ機会が持てるこ

と、また物理的にも心情的にも自ら相談に

出向くことの難しい介護者も多く、支援者

が高齢者および介護者のもとに出向いて行

うアウトリーチ型の支援であることも有意

義な支援策となっている。 

介護老人保健施設「しょうわ」では在宅

介護支援に注力しており、日ごろからの信

頼関係と種々の工夫により100%緊急ショー

トステイ受け入れを可能にしており、また

早朝デイケア（朝食付き）や延長デイケア

（夕食付き）等のサービスを提供すること

で、介護者が離職せずに在宅介護を継続で

きる支援を行っていた。 

アベノミクスでも介護離職ゼロが示され

たように介護に伴う離職が問題化しており、

介護と仕事の両立に関わるわが国の取り組

み状況を調査した。個々の企業が介護休業

の延長や、介護離職者への再雇用制度を整

備する、あるいは介護サービスの利用負担

を企業がするといった支援がなされており、

こうした好事例を発信するしくみが必要で

ある一方、対応が困難な中小企業への支援

が必要だと思われた。また少子高齢化、晩

産化などにより介護と育児を同時期に行う

ダブルケアも増え始め支援され始めている

が、主にダブルケアに関する講座やピアグ

ループの運営等であり、さらに踏み込んだ

具体的な支援が必要だと思われた。 

わが国の取り組みは、各団体、事業者、

市町村が独自に行っているものが多く、こ

れらに対する経済的支援やさらなる政策と

しての支援が必要であることが伺われた。 

家族介護者支援は非常に必要とされてい

るものであり、介護者の負担を軽減するこ

とが一番の大きな目的であるが、同時に、

介護をしてよかったといった介護肯定感を

育む支援も必要ではないだろうか。昨今、

アジアにおける高齢化が著しく、日本をし

のぐスピードで進んでいるともいわれる。
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インドネシアでは初めてとなる介護者の鬱

の状況に関わる調査と、わが国における介

護肯定感に関わる研究のレビューを行った。 

これら収集した事例を5大支援の枠組みに

整理したものが表１である。これらをふま

えて、当研究班で議論した結果、以下の介

護者支援策を提言したい。 

１．緊急時対応として、最も有用と考えら

れる緊急ショートステイが確保されること

が必要である。その方法として、紹介した

空床周知事業の他に、自治体事業として空

床を確保しておく、事業者が空床を発信す

る等もあるが、紹介した老健施設のように

100%緊急ショートステイを受け入れられる

事業所が増えれば、利用者や家族介護者に

とっても馴染みの施設に入れる可能性も増

え、緊急という不安な中でも安心を一つ確

保できるのではないだろうか。 

２．経済的支援として、ドイツや韓国のよ

うに家族介護者に二次的にでも現金給付が

なされたり、介護休暇に対する経済的支援、

ドイツのような社会保険料補助、無利子の

貸付け等が考えうる。多くの介護者が経済

的支援を望んでいること、また介護者に経

済的支援を行うことは介護を労働として評

価していることにもつながること等も考慮

すれば、わが国においても経済的支援の検

討の余地はあると思われる。 

３．介護者への理解として、種々の相談・

助言の場を多く設置することも重要である

が、物理的にも心情的にも自ら相談に出向

くことの難しい介護者も多々おり、紹介し

た認とも・ケアとものようなアウトリーチ

型の支援も望まれる。一方で、介護してい

ることを職場や周囲になかなか言えないと

いった状況や、介護者支援が進まない原因

として、国民の介護に対する意識が希薄で

あったり、介護者自身も自身が重要な役割

を担っていることを評価できていないとい

った状況があるのではないかと思われた。

こうした介護に対する意識を、今は介護を

していない国民も、また介護者も変えてい

く必要があるのではないだろうか。海外で

は法律に介護者への支援が明記されたり、

自治体に介護者の権利擁護が義務付けされ

ていたりしており、わが国でもこうした法

整備が進めば、介護者が堂々と介護できる

環境が整うことが考えられた。 

４．休養・リフレッシュとして、在宅介護

を継続するためにも、介護者が時折休暇を

取ることは必須のことであり、この間の代

替介護者に対する支援が必要だと思われる。

また、介護者が休養を取ることに対する後

ろめたいという心情・意識が少なからずあ

り、これらを払拭していく啓発活動も必要

と思われた。 

５．仕事との両立として、わが国のように

93 日の介護休業（介護を始める準備をす

る期間としてとらえられている）だけでな

く、ドイツのように家族介護期間（6か月

の休業ないし、最長 24か月の労働時間の

短縮）や看取り休暇（3 か月間の就業免除）

等、自身が介護をするための休暇の設置も

含め柔軟な働き方が認められる制度が求め

られる。一方で、離職をしてでも自ら介護

をしたい人が、離職後経済的に不利益を被

らない支援も必要ではないだろうか。また、

介護休業期間中に何をすべきか、復職後、

介護が終わったあとどういうことができる

かといったモデルがあると両立がしやすい

ことも考えられる。わが国では、個々の企

業が両立支援に取り組み始めているが、こ

うした好事例を周知するしくみを作るとと

もに、対応が難しい中小企業への支援策も

必要である。 

さらに、こうした枠組みを超えて求めら

れているのは、多様なニーズに対応し得る

多様な支援である。さらには、こうした多

様な介護の方法があることを示唆するモデ

ルを示すことも合わせて必要であろう。そ

のためには、要介護者のためのケアマネジ
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メントシステムがあるように、介護者のた

めの介護者支援マネジメントシステムを構

築することが望まれる。また、高齢者にケ

アマネジャーがいるように、介護者にも介

護者に関わることをマネジメントするサポ

ーターが必要になってきている。 

 

Ｅ．結論 

 各国で、法律や制度、介護保険制度の

有無、文化、その他種々の背景に応じた介

護者支援策がなされていた。これら収集し

た事例について、日本の家族介護の実情や

介護保険の運営状況に即して、介護者の介

護負担軽減や介護者支援につながるものに

ついては、導入を検討していくことが求め

られる。また、国民全体で介護に対する意

識を変革し、介護をしていることが適切に

評価され、その前提として、介護者に関わ

る法整備がなされ介護者が明記されること、

その中で多様な介護ニーズに対応し得る多

様な介護者支援を展開し、これらを提供す

る介護者支援マネジメントシステムの構築

が求められていると考える。 
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表1 5大支援ごとの収集した事例 

 ドイツ 韓国 イギリス アメリカ 国内 

１．緊急

時対応 
代替介護者確保費用

の保障 

緊急ショートステイ空床

確保 

   

筑波：緊急ショートステ

イ空床お知らせカレン

ダー 

老健：緊急ショートステ

イ 100%受け入れ 

２．経済

的支援 

代替介護者確保費用

の保障 

年金・災害・失業保険

の保険料支払い・保険

適用 

介護手当（要介護者

用） 

家族療

養費 

家族療

養保護

士 

   

３．介護

者への

理解 

家族介護を社会的労働

として評価 

保険者による相談・助

言の法的義務付け 

多世代の家など地域交

流拠点 

介護講習 

家族相

談支援

プログラ

ム 

介護者法

における各

種施策（介

護者調査

（介護関連

QOL含む）

による介護

者の意見

反映） 

介護者

教育支

援プロ

グラム 

アラジン：ケアラ―カフ

ェ、ケアとも・認とも 

てとりん：ケアラ―カフ

ェ、相談、アセスメントシ

ート 

老健：日ごろからの対

話 

地域支援事業による家

族介護者支援 

４．休養

・ﾘﾌﾚｯｼ

ｭ 
代替介護者確保費用

の保障 

認知症

家族休

み支援

サービ

ス 

  

てとりん：リフレッシュ用

企画 

５．仕事

との両

立 

介護休業制度（介護期

間 

家族介護期間（看取り

休暇含む）） 

企業による事例紹介 

   

介護休業制度・介護休

暇制度 

各企業による取り組み 

老健：早朝/延長デイケ

ア、朝食・夕食つき 
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＜各分担報告の要旨＞ 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～ 

ドイツにおける家族介護の法的位置づけ

と家族介護者支援 

 

日本における介護保険および他の諸制度に

おける家族介護者支援の可能性を検討するた

めに、介護保険先輩国であるドイツ連邦共和

国における家族介護の法的位置づけと家族介

護者支援のあり方を明らかにする。そのため

に、研究分担者が従来から積み重ねてきたド

イツ介護保険の法制度に関する研究をベース

に、ドイツの社会保険関係の研究者および家

族介護に関わる関係機関や団体に対する聞き

取り調査を行って、ドイツ介護保険と家族介

護者支援に関する最新情報や資料を収集する。

この現地調査を通して、ドイツにおける介護

保険と家族介護者支援に関わる諸制度の背景

や相互の関連性や連携などについて、また介

護保険制度下における家族介護の社会的評価

のあり方および家族介護者支援のあり方につ

いて、より正確かつ具体的な情報を得ること

とした。現地調査の前後には、本研究グルー

プの研究会だけでなく、ケアラー連盟のシン

ポジウムや高齢者法研究会において、ドイツ

の介護保険と家族介護者支援について報告を

行い、参加者と意見交換を行った。そこでの

意見ならびにドイツにおける家族介護の法的

位置づけと家族介護者支援のあり方を参考に、

日本においても実現可能と思われる家族介護

者支援の諸施策について具体的検討を行った。 

 その結果、日本においても、介護保険制度

における家族介護者支援の可能性として、①

ドイツの介護保険のように、保険給付の対象

者の範囲を子どもにまで広げ、障害のある子

どもから高齢者まで共通して提供できる基本

給付と成長期にある子どもや認知症高齢者な

ど、その特性に配慮した介護給付を用意する

など、総合的な介護保険制度とすること、②

要介護の障害児・者および要介護高齢者を世

話ないし介護する家族のために、専門職によ

る総合的な相談・助言および要介護者の特性

に応じた自宅での介護講習の機会提供などを

保険者に義務付けること、③家族の病気や休

暇のための在宅での代替介護者の確保費用を

通常給付とは別個に提供すること、④介護を

社会的労働として評価し、一定以上の時間数

の介護を行う家族の年金保険料を介護金庫が

負担すること、⑤家族介護者と要介護者との

間の事故をカバーする公的災害保険を用意す

ること、⑥家族介護の終了後における介護者

の就労支援を雇用保険に位置づけることが考

えられる。また、介護休暇制度の柔軟性の確

保として、⑦介護休暇の取得可能期間を延長

するとともに、短時間勤務や在宅勤務などを

取り入れること、⑧通常の介護休業とは別に

看取り休業制度を新設すること、⑨多様な在

宅介護のあり方のモデルを企業および労働者

の双方に提示すること、⑩休業制度や保険給

付の内容について、企業および地方自治体が

相談窓口を設けることが考えられる。さらに、

家族介護者を地域社会で支えるために、⑪子

どもからお年寄りまで集まれる「多世代の家」

の日本版を各地方自治体で展開するとともに、

そのためのモデル事業を国の補助金等で支援

すること、⑫地域における家族介護者やボラ

ンティアの地域貢献を社会的労働として評価

するための仕組みを設けること、⑬地域力強

化のために、企業や NPO や地域住民が一緒に

なって各種行事やイベントを企画運営する

「家族のための地域同盟」の日本版を展開す

るためのマネジメント支援を行うこと、⑭地

域で認知症高齢者を見守り家族介護者を支援

するために「認知症患者のための地域同盟」
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の日本版を展開することなどが考えられる。 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～ 

家族介護者に対する支援のあり方に関す

る調査研究（韓国の事例） 

 

研究目的：本研究では韓国における家族介

護者に対する支援のあり方、および政策の事

例を収集することを目的とした。特に、本報

告では経済的支援、介護者への理解、休養・

リフレッシュ支援事業について報告する。 

研究方法：韓国の保健福祉部、国民健康保

険公団健康保険政策研究院等の資料を参照し

て家族介護政策に対するレビューを実施した。 

研究結果・ 結論：韓国では、家族介護者

支援のために、経済支援（家族療養給付、家

族療養保護士）、 介護者への理解（「家族

相談支援」のためのプログラム）、休養・リ

フレッシュ支援（認知症家族休み支援サービ

ス）を実施している。家族の療養費(特別現

金給付)の受給者は、給付が低く、対象地域

の制限がある一方で、家族の療養保護士は給

付が高く、対象地域に制限がない。したがっ

て、高齢者の家族が療養保護士資格を取得し、

家族の療養保護士として活動する者の事例が

多い。「家族相談支援」のためのプログラム

(サービスの内容)の開発はまだモデル事業の

段階にある。また、「認知症家族休養支援サ

ービス」は、支援が開始された段階にあるの

で、サービス利用者数に対する統計資料や満

足度などに関する資料が公開されていない。 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～ 

イギリスにおける社会ケア関連 QOL 尺

度（ASCOT）の介護者版の開発と活用 

 

（目的）本研究では、イギリスにおける、１）

自治体による介護のアウトカムのモニタリン

グの枠組み：ASCOFの概要及び評価項目の

整理、２）自治体による介護者調査の項目、

３）上記により得られるデータの自治体ケア

システム運営への活用状況について情報収集

し、日本への示唆を整理した。 

（方法）WEB上で公開されている報告書や

参考資料の収集整理、イギリスの自治体担当

者に対するヒアリングデータの整理による。 

（結果）ASCOF では領域ごとに、目標に応

じた包括指標とその他の指標が整理されてい

た。「ケアや支援のニーズをもつ者の QOL

の促進」は最重要領域とされ、その指標には

介護者の QOL も含められていた。社会ケア

関連 QOL の尺度として ASCOT が採用され

ている。ASCOT に関して、学術的な妥当性

に関する検証が蓄積されてきていた。自治体

による介護者調査の項目の多くは、当該尺度

を構成する項目が採用されており、介護者の

多様な側面を捉えるものとなっていた。こう

した評価の枠組みや評価尺度により収集され

たデータを元に、自治体が日域のケアシステ

ムをどのように評価するかについて、先進的

な自治体の取り組みはあるものの、全国的整

備が進んでいるとはいえず、課題も残されて

いた。 

（考察）イギリスにおける地域のケアのアウ

トカムのモニタリング・評価の枠組みの設定

や、その中に介護者の経験に関わる項目を位

置付けていることは、日本の地域包括ケアの

評価にとっても示唆的である。他方で、デー

タによる評価の手法、評価の実施体制、デー

タ分析結果を具体的な施策立案に還元するた

めの組織体制について、日本におけるエビデ

ンスベースのシステム運営においても、注意

深い検討が必要であることが示唆された。 

（結論）介護者の状況を客観的・統計的デー
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タとして把握・分析すること、それを定期的

継続的に実施し、企画立案に活用していくサ

イクルの確立が、日本の介護者支援策におい

ても重要である。本研究を通じ、日本におい

て、介護者にとってのアウトカムを含めたエ

ビデンスベースのケアシステム運営、すなわ

ち、地域包括ケアシステムの中に介護者支援

を位置付けていく上の、有用な参考資料を提

供することができた。 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～ 

アメリカにおける家族介護者支援プログ

ラム：SCORE, REACH 

 

アメリカでは、高齢者へのサービス提供や、

家族介護者支援に関わるサービスについて、

法律で明記されており、これらの元、研究者

らにより家族介護者支援プログラムが開発・

実施されている。これらプログラムの特徴は、

プログラムに導入された介護者への教育やソ

ーシャルワーカーの支援を受けると同時に、

根拠に基づいた評価尺度により、介護者の負

担感やうつ症状、困難への対処等が評価され、

プログラムが見直されていくことである。本

報告では、アメリカで行われた２つの介護者

支援プログラム（Supporting Caregivers of

 Rural Veterans Electronically: SCORE、R

esources for Enhancing Alzheimer’s Care

givers Health: REACH）について紹介する。

これらプログラムの実施により、介護者の負

担感やうつ症状、不安感等が軽減されていた。 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～ 

つくば市におけるサービス提供者・アカ

デミア・行政一体で実施した緊急 ショ

ートステイ空床お知らせ実証実験  

 

自治体において 3年に一度実施される高齢

者のニーズ調査において、緊急ショートステ

イサービスの非常に高いニーズを受けて、つ

くば市で緊急ショートステイサービスの利用

を促進すべく実施した「緊急ショートステイ

空床お知らせカレンダー」の実証実験につい

て、サービス提供者、アカデミア、行政が一

体となって実施した先駆的事例として報告す

る。 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～ 

「家族介護者支援センターてとりんハウ

ス」における本当に必要な支援のアセス

メントと必要な機関へつなぐ支援 

 

日本初の常設ケアラー＆認知症カフェを運

営する「家族介護者支援センターてとりんハ

ウス」で行われている、スタッフやボランテ

ィアが傾聴の姿勢で一人ひとりに寄り添うこ

とにより、何気ない会話の中からも問題点を

抽出し、アセスメントすることで、その人の

本当に求める支援は何かを見極め、必要な機

関へつなぐ支援を、先駆的取り組みとして取

り上げた。 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～ 

NPO 法人介護者サポートネットワークセ

ンター・アラジンにおける「ケアとも」 

 

本研究の目的は、介護者支援に先駆的に取

り組んでいる、NPO法人介護者サポートネッ

トワークセンター・アラジン（以下、「アラ

ジン」）での「ケアとも」事業について、現

状およびその課題を示し、本邦における介護

者支援のあり方について検討することである。 

方法：「アラジン」を訪問して「ケアとも」

事業の担当者にインタビューを実施し、事業
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の現状および今後の展望について聞き取りを

行った。「ケアとも」の利用者本人にはイン

タビューを実施していないため、配慮すべき

倫理面の問題はない。 

結果：「ケアとも」の実施状況は、杉並区

では1名にサービス提供の実績があり、港区

では1名の候補者に今後訪問を予定している、

とのことであった。利用者とボランティアの

マッチングは、既に面識があって人間関係が

構築されていることや、プロフィールに共通

項が多いことなどを基準として行われていた。

訪問の頻度は月に１回程度、1回あたりの訪

問時間は1～2時間であった。また、「認とも」

「ケアとも」として訪問するボランティアは、

「アラジン」が開催するボランティア講習を

受けており、急変時の対応についてもマニュ

アルが作成されていた。ケアラーアセスメン

トシートについては現在開発中で、様々な介

護者支援団体が加盟する「介護者支援団体連

絡会」において検討中とのことであった。 

考察：「ケアとも」のメリットとしては、

介護者が社会と関わりをもつ機会が生まれる

こと、介護者に対する集中的な個別ケアがで

き、家庭の状況を理解しやすいこと、現状の

介護保険サービスとの差別化になりうること

が考えられた。一方、現状では介護者が「ケ

アとも」の利用を躊躇うことが多く、介護者

への支援に対し、介護者自身が抵抗を持って

いることが伺えた。この課題を解決するには、

「ケアとも」のような介護者の自宅に訪問す

るサービスを制度として確立させることが必

要であると考えられた。そのためには、法律

や制度において介護者を支援の対象として定

義することが求められる。 

結論：本研究では、「アラジン」における

「ケアとも」事業の現状およびその課題を示

した。今後「ケアとも」等の介護者支援を普

及させるためには、介護者を支援の対象とし

て定義し、介護者支援を制度として確立させ

ることが求められる。 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～ 

介護老人保健施設「しょうわ」における

デイケアやショートステイサービス 

を通した在宅介護支援のとりくみ 

 

介護老人保健施設が入所施設としての役割

のみならず、発想の転換、サービス内容や提

供方法の工夫をすることで、在宅介護支援を

行っている取り組みを紹介する。デイケアの

利用者を中心に、ショートステイや入所をそ

のバックアップ体制としてとらえ、在宅介護

者が離職することなく在宅での介護を継続で

きることを目標に、100％緊急ショートステ

イを受け入れる工夫をしたり、早朝デイケア

（朝食付き）や延長デイケア（夕食付き）等

のサービスを提供している。こうした施設の

先駆的事例を紹介することで、施設における

家族介護者支援の新たな考え方を示す。 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～ 

介護離職およびダブルケアに対する支援

の現状―新聞のレビューから― 

 

本研究では、「介護離職」と「ダブルケア」

に関する新聞記事のレビューを行い、その実

態および支援の実際を探索した。その結果、

介護離職においては、育児に関する休職・離

職と同様に各企業から支援策が講じられてい

るが、その普及や徹底は未だ途上にあると言

え、これからより社会全体で支援していく理

解や姿勢が国民一人一人に求められると考え

られた。ダブルケアについては、女性の婚姻

・出産・育児が年齢に対して遅くなることで、

親の介護と育児とが重なるダブルバーデンを

生じている実態が推察された。相対的に数の
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多い現象ではないが、社会構造変化に伴った

社会問題であり、注視していく必要があると

考えられた。 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～ 

インドネシアにおける家族介護者の鬱と

支援策 

 

目的：高齢者を介護する家族介護者は鬱病

や負担を抱える傾向にある。介護にともなう

鬱や負担により家族介護者は、介護の継続が

難しい状況に陥ることもある。家族介護者の

精神的な健康のバランスを保つことは、介護

の質を確保するために必要である。本稿の目

的は、インドネシアの中高年を在宅で介護す

る家族介護者の鬱に関連する要因を明らかに

することにより、家族介護者支援策を考察す

ることにある。 

手法：本稿では、2007年に米国のシンクタ

ンクRAND (Research and Development)によ

り実施されたインドネシアの家族生活調査

（Indonesia Family Life Survey, IFLS）を

使用して、40歳以上の中高年を介護する家族

介護者1,569名を分析した。IFLSは、鬱のス

ケールとしてThe Center for Epidemiologic

 Studies Depression Scale（CES-D）の短縮

版を用いている。本研究では先行研究を参照

にして10点以上を鬱群、9点以下を非鬱群と

した。家族介護者の鬱を従属変数、家族介護

者の鬱と関連する要因を独立変数として、単

変量解析を行った。そのうち統計的に有意な

(p＜0.2)な変数を選出し、多重共線性がない

ことを確認した後、家族介護者の鬱を従属変

数とし、多重ロジスティック回帰分析を実施

した。 

結果：家族介護者の53.32％が女性家族介

護者であった。8.0％がうつ群であった。多

変量解析の結果、うつ群と有意な正の関連を

示したのは、都市部に在住、一人当たりの家

計支出が高い世帯、主観的健康感が低く、疾

病や痛む箇所が多い家族介護者である。一方、

負の関連があった要因は、家族介護者の年齢

が低いこと、仕事を有していない家族介護者

であった。 

結論：インドネシアの高齢者を支援するため

の現行の政策は、低所得層を対象とするもの

である。しかし、われわれの研究の成果は、

都市部に住む家族の介護者、かつ月々の支出

が多い家族介護者が鬱であることが明らかと

なった。貧困層を支援するプログラムに加え

て、中・上所得の人々のために、支援プログ

ラムやサービスを提供することがインドネシ

アの家族介護者のうつ病を改善するのに役立

つことが示唆される。 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～ 

介護肯定感を高める要因および介護者支

援 

 

目的：家族介護支援として、負担感等の

ネガティブな要因を軽減するためだけでな

く、介護をしてよかったいうような介護肯

定感を高める支援が必要だと考えられる。

本研究では、介護肯定感と関連する要因を

示し、介護肯定感を高める支援を考察する。 

方法：本研究班の研究代表者が著した介護

肯定感に関わる論文および、わが国におけ

る介護肯定感に関する原著論文を参照し、

①介護肯定感に関連する要因を示し、②介

護肯定感を高める介護者支援について考察

した。  

結果：家族介護者の介護肯定感を高める

要因として、介護に積極的に携われる要因

が揃っていること、SOCが高いこと、介護

者の健康状態（特に精神的）がよいことが

挙げられた。また、訪問看護師による介護

者の介護肯定感に関わる援助として、介護
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者と要介護者の気持ちの橋渡しをする、家

族の介護を評価する、家族と介護を共同す

るといったことが挙げられた。  

結論：家族介護者の介護肯定感を高める

要因として挙げられた、適切な介護の仕方

や、ストレス対処方法は、欧米における家

族介護者支援プログラムの教育内容に含ま

れており、わが国でもこうした根拠に基づ

く支援プログラムの導入の必要性が示唆さ

れた。また、介護者が最も密接に関わる介

護専門職の言動が、介護者の肯定感に大き

く関わることが考えられ、介護専門職は要

介護者の介護のみならず、介護者に対して

共感をする、介護者の介護を評価するとい

った支援が、介護肯定感を高めるのに有用

であることが伺われた。 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～ 

多様なニーズに対応した多様な家族 

介護者支援策構築に向けた提言 

 

在宅介護がますます推進される中、欧米に

比して介護者支援が遅れているわが国におい

て、具体的な介護者支援策を講じることは喫

緊の課題である。介護者の実態把握のための

わが国初の全国調査 1 の結果から、家族介護

者が求める支援を、１．緊急時対応、２．経

済的支援、３．介護者への理解、４．休養・

リフレッシュ、５．仕事との両立と分類した。

この 5大支援の分類に則り、当研究班で収集

した国内外の家族介護支援の先駆的事例から

考えうる、わが国での家族介護支援策構築に

向けた提言をまとめた。 

１．緊急時対応として、緊急ショートステ

イが確保されることが必要であり、その方法

として、紹介した空床周知事業の他に、自治

体事業として空床を確保しておく等もあるが、

紹介した老健施設のように 100%緊急ショー

トステイを受け入れられる事業所が増えれば、

利用者や家族介護者にとっても馴染みの施設

に入れる可能性も増え、緊急という不安な中

でも安心を一つ確保できるのではないだろう

か。 

２．経済的支援として、ドイツや韓国のよ

うに家族介護者に二次的にでも現金給付がな

されたり、介護休暇に対する金銭支援、ドイ

ツのような社会保険料補助、無利子の貸付け

等が考えうる。介護者が経済的支援を必要と

していること、また介護者に経済的支援を行

うことは介護を労働として評価していること

にもつながること等も考慮すれば、日本の介

護保険においても、家族介護に対する経済的

支援策を検討する必要性が示唆された。 

３．介護者への理解として、種々の相談・

助言の場を多く設置することも重要であるが、

物理的にも心情的にも自ら相談に出向くこと

の難しい介護者も多々おり、紹介した認とも

・ケアとものようなアウトリーチ型の支援も

望まれる。また、介護していることを周囲に

伝えにくい状況の原因として、国民の介護に

対する意識が希薄なのではないか、介護者自

身ももっと自身を評価してよいのではないか

と思われ、国民全体の介護に対する意識を変

えていく、あるいはそうした啓発活動が必要

なのではないかと思われた。 

４．休養・リフレッシュとして、在宅介護

を継続するためにも、介護者が時折休暇を取

ることは有用であり、この間の代替介護者に

対する支援が必要だと思われる。また介護者

が休暇をとってもよいという意識を広めるこ

とも必要だと思われた。 

５．仕事との両立として、わが国のように
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介護を始める準備期間としての介護休業のみ

ならず、ドイツのようにさらに長期の休業期

間や、労働時間の短縮、さらに看取り休暇等、

自身が介護をするための休暇の設置も含め柔

軟な働き方が認められる制度が求められる。

一方で、離職をしても自ら介護をしたい人が、

離職後経済的に不利益を被らない支援も必要

ではないだろうか。また、介護休業期間中に

何をすべきか、復職後、介護が終わったあと

どういうことができるかといったモデルがあ

ると両立がしやすいことも考えられる将来を

展望しやすいであろう。わが国では、個々の

企業が両立支援に取り組み始めているが、こ

うした好事例を周知するしくみを作るととも

に、対応が難しい中小企業への支援策も必要

である。 

これらの枠組みを超えて、介護者の多様な

ニーズにこたえ得る多様な支援が求められて

おり、それを提供する介護者支援マネジメン

トシステムが構築されることが必要だと考え

られた。また、高齢者にケアマネジャーがい

るように、介護者にも介護者に関わることを

マネジメントするサポーターが必要になって

きていると考えられた。海外では、制度的に

自己決定権が認められており、わが国でも、

支援する側もされる側も、自ら選択するとい

う意識をもつことができれば、自ずとおのず

と必要な多様な支援が見えてくるものと考え

られる。 
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厚生労働科学研究費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）） 

分担研究報告書 

 

ドイツにおける家族介護の法的位置づけと家族介護者支援 

 

研究分担者 本澤巳代子 筑波大学 名誉教授 

 

研究要旨 

日本における介護保険および他の諸制度における家族介護者支援の可能性を検討するため

に、介護保険先輩国であるドイツ連邦共和国における家族介護の法的位置づけと家族介護者

支援のあり方を明らかにする。そのために、研究分担者が従来から積み重ねてきたドイツ介

護保険の法制度に関する研究をベースに、ドイツの社会保険関係の研究者および家族介護に

関わる関係機関や団体に対する聞き取り調査を行って、ドイツ介護保険と家族介護者支援に

関する最新情報や資料を収集する。この現地調査を通して、ドイツにおける介護保険と家族

介護者支援に関わる諸制度の背景や相互の関連性や連携などについて、また介護保険制度下

における家族介護の社会的評価のあり方および家族介護者支援のあり方について、より正確

かつ具体的な情報を得ることとした。現地調査の前後には、本研究グループの研究会だけで

なく、ケアラー連盟のシンポジウムや高齢者法研究会において、ドイツの介護保険と家族介

護者支援について報告を行い、参加者と意見交換を行った。そこでの意見ならびにドイツに

おける家族介護の法的位置づけと家族介護者支援のあり方を参考に、日本においても実現可

能と思われる家族介護者支援の諸施策について具体的検討を行った。 

その結果、日本においても、介護保険制度における家族介護者支援の可能性として、①ド

イツの介護保険のように、保険給付の対象者の範囲を子どもにまで広げ、障害のある子ども

から高齢者まで共通して提供できる基本給付と成長期にある子どもや認知症高齢者など、そ

の特性に配慮した介護給付を用意するなど、総合的な介護保険制度とすること、②要介護の

障害児・者および要介護高齢者を世話ないし介護する家族のために、専門職による総合的な

相談・助言および要介護者の特性に応じた自宅での介護講習の機会提供などを保険者に義務

付けること、③家族の病気や休暇のための在宅での代替介護者の確保費用を通常給付とは別

個に提供すること、④介護を社会的労働として評価し、一定以上の時間数の介護を行う家族

の年金保険料を介護金庫が負担すること、⑤家族介護者と要介護者との間の事故をカバーす

る公的災害保険を用意すること、⑥家族介護の終了後における介護者の就労支援を雇用保険

に位置づけることが考えられる。また、介護休暇制度の柔軟性の確保として、⑦介護休暇の

取得可能期間を延長するとともに、短時間勤務や在宅勤務などを取り入れること、⑧通常の

介護休業とは別に看取り休業制度を新設すること、⑨多様な在宅介護のあり方のモデルを企

業および労働者の双方に提示すること、⑩休業制度や保険給付の内容について、企業および

地方自治体が相談窓口を設けることが考えられる。さらに、家族介護者を地域社会で支える

ために、⑪子どもからお年寄りまで集まれる「多世代の家」の日本版を各地方自治体で展開

するとともに、そのためのモデル事業を国の補助金等で支援すること、⑫地域における家族

介護者やボランティアの地域貢献を社会的労働として評価するための仕組みを設けること、

⑬地域力強化のために、企業やNPOや地域住民が一緒になって各種行事やイベントを企画運営



- 16 - 

 

する「家族のための地域同盟」の日本版を展開するためのマネジメント支援を行うこと、⑭

地域で認知症高齢者を見守り家族介護者を支援するために「認知症患者のための地域同盟」

の日本版を展開することなどが考えられる。 

Ａ．研究目的 

 介護保険先輩国であるドイツ連邦共和国

において、介護保険制度および他の諸制度

は、家族介護者の介護をどのように評価し

支援しているかを明らかにし、日本におけ

る介護保険および他の諸制度における家族

介護者支援の可能性を検討する。 

 

Ｂ．研究方法 

ドイツの介護保険制度における家族介護

の法的位置づけと家族介護者支援を明らか

にするために、①研究分担者が従来から積

み重ねてきたドイツ介護保険の法制度に関

する研究をベースに、ドイツにおける最新

の介護保険制度改革の内容について、家族

介護者支援の視点から日本語・ドイツ語の

資料収集を行うとともに、シンポジウムや

研究会などにおいて、他分野の研究者との

意見交換を行う（5月 6月）。②ドイツの

マックスプランク社会法・社会政策研究所

にて、ドイツの介護保険法改正および家族

介護者支援に関わる最新の資料収集を行う

（7 月）。③ドイツの研究者および関係機

関に対し直接聞き取り調査を行うとともに、

一般市民向けの広報パンフレットやブック

レットなどを収集する（8月 9月）。④上

記①～③の方法で収集した資料を活用して、

ドイツの介護保険制度と家族介護の関係性

について、依頼されたシルバー新報の連載

記事「介護と家族－ドイツの選択」を執筆

する（7月～9月）。⑤上記④の連載記事

をもとに、上記①～③の方法で収集した現

地情報等を加え、高齢者法研究会において

報告を行い、研究者および弁護士等と意見

交換を行う（10 月 11 月）。⑥上記①～③ 

 

の方法で収集したドイツ語資料を精査し、

重要と思われるものを日本語に翻訳しまと

める（11月 12 月）。⑦上記①および⑤の

意見交換を参考に、⑥でまとめたドイツの

最新情報を整理したうえで中間報告を作成

する（12月 1月）。⑧他の研究会メンバ

ーの中間報告原稿および研究代表者が厚生

労働省に提出した中間報告書を参考に、上

記⑥の報告内容を再検討し、最終報告書作

成のために開催される本研究のための研究

会（3月）にて報告するための準備を行う

（2月）。⑨上記⑧の研究会での意見等を

参考に最終報告書を作成するために、日本

における家族介護者支援のあり方ないし可

能性について、ドイツの介護保険制度およ

び介護休業制度などにおける家族介護者支

援の諸施策との比較検討を行う（3月）。 

 

（倫理面への配慮） 

 個人特定のできる情報・資料等は、現地

調査の対象から除外した。 

 

Ｃ．研究結果 

１．ドイツ介護保険制度と家族介護者支援 

(1)ドイツ介護保険の基本理念 

ドイツ介護保険の基本理念は、①要介護

者本人の自立と自己決定の尊重、②在宅介

護の優先である。特に②の基本理念は、要

介護者を介護する家族や近隣住民等による

インフォーマルケアを第一義的なものとし

たうえで、介護保険によるフォーマルケア

はこれを補充するものとして位置付けられ

たという意味で、ドイツ社会で高く評価さ

れたものである。しかし、日本では家族に

介護を押し付けると勘違いされることを危

惧してか、単に在宅介護の優先としてしか

紹介されなかったと言える。 

「自立と自己決定の尊重」は、ドイツの
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社会保障制度の基本理念でもある。この理

念は、具体的には、加入する医療・介護保

険の保険者を選択できること、保険給付で

ある現金給付・現物給付・両者の組み合わ

せを自由に選択できることとして現れる。

この 2点は、日本の介護保険とは、大きく

異なっている。 

「在宅介護優先」は、要介護者の介護を

家族や近隣住民、ボランティアが無償で介

護することを前提にしている。そのため、

ドイツの介護保険制度は、これらの無償の

介護を社会的に評価するための仕組みを設

けている。介護金庫は、介護保険料収入で

得られた財源の中から、在宅で要介護者を

介護する家族介護者等のために、法定年金

保険・法定災害保険・失業保険のための保

険料を支払うのである。すなわち、無償で

の家族介護者等の介護を社会的労働と評価

して、年金保険や労災保険・雇用保険の給

付が受けられるようにしたのである。 

 

(2)ドイツ介護保険の要介護者本人給付 

 ドイツ介護保険給付の支給対象者は、給

付申請前の直近 10年間に 2年以上の被保険

者期間を有する者またはその被扶養家族に

限られる。したがって、日本の介護保険の

ように高齢者だけでなく、障がい児・者も

介護保険の給付対象者となる。ただし、ド

イツの介護保険は中・重度の要介護者のみ

を対象とする制度として導入され、その後

に認知症について給付の上乗せをするなど

の工夫を行ってきた。したがって、日本の

介護保険における予防給付や要支援給付は、

ドイツ介護保険の給付にはないが、介護保

険給付とは別に、公的疾病保険には予防給

付やリハビリ給付があり、これらの給付は

介護保険の給付に優先する。 

 ドイツ介護保険の基本理念の一つである

在宅介護優先原則に従って、要介護者本人

に支給される保険給付は、①在宅介護のた

めの保険給付が優先し、これを補充するも

のとして②部分的施設介護（デイケアやナ

イトケア、ショートステイ）があり、③入

所施設介護は最終手段ということになる。

ここにいう入所施設は、世話や介護の付い

た多様な住まいのことであり（介護ホーム

や老人ホーム、ケアハウスなど）、高齢者

向け住宅など自宅類似の住環境を維持でき

るものは在宅介護とされ、一定条件のもと

付加給付が支給される。 

① 在宅介護給付 

現金給付（介護手当）は、要介護者本人

が自分で確保した在宅介護の支援（基本介

護と家事援助）のための経費負担の軽減を

目的としたものである。要介護者本人に支

給されるものであり、無償で介護する家族

介護者等に直接支給されるものではない。

介護手当は、これを受け取った要介護者本

人が、自ら在宅での生活を継続するために

必要な介護や家事援助をコ―ディネイトす

るために必要な経費に充てることを前提に

支給されるものである。仮に要介護者本人

が、支給された介護手当を家族介護者等に

支払ったとしても、あくまでも本人の自己

決定によるものであり、家族介護者等の介

護に対する対価ではないのである。 

この現金給付は、専門職による訪問看護

・介護などの現物給付と組み合わせること

ができる。ただし、二重請求はできないか

ら、現金・現物の各給付割合に従って各上

限額に対する金額を計算し、支給調整する

こととなる。ドイツの介護保険制度では、

現金給付の選択が常に約 8 割を占めており、

現物給付や両者の組み合わせは若干増加傾

向にあるとはいえ、なお少数である。 

これら月々の保険給付とは別に、無償で

要介護者を介護する家族介護者等が病気に

なったり休養が必要になったりして在宅介

護に支障が生じた場合には、要介護者の在

宅介護の継続のために、親族でない者によ

る補充的代替介護が必要であるときは、年

間 6週間までの補充的代替介護の経費補助



- 18 - 

 

が支払われる（デスパイトケア）。なお、

親族による代替介護の場合には、介護手当

の支給を受けることができる。 

② 部分的施設介護 

 デイケアないしナイトケアの利用は、こ

れらを利用しなければ、自宅での介護が十

分に保障されない場合であることを要する。

これらの給付は、介護度別に定められた上

限額の範囲内において、介護手当と組み合

せて利用することもできる。 

 ショートステイは、介護金庫の認可を受

けた介護施設における介護ができない場合

や期待できない場合（特に入所介護施設に

入所できるまでの過渡期、在宅介護やデイ

ケア・ナイトケアで対応できない虐待など

の場合）、年間 4週間まで利用することが

できる（デスパイトケアを利用していない

場合、年間 8週間まで利用可能）。 

 

(3)ドイツ介護保険における家族介護者等の

ための給付 

公的介護保険の保険者である介護金庫は、

介護保険料収入で得られた財源の中から、

在宅で要介護者を介護する家族介護者等の

ために、法定年金保険・法定災害保険・失

業保険のための保険料を支払う。すなわち、

無償での家族介護者等の介護を社会的労働

と評価して、年金保険や労災保険・失業保

険の給付が受けられるようにしたのである。

この家族介護者等の無償の介護を社会的労

働として評価したことは、ドイツ社会にお

いて高く評価された点である。 

① 家族介護者等の法定年金保険料支払い 

介護金庫による法定年金保険の保険料支

払いの前提条件は、家族介護者等が週 14 時

間以上要介護者の在宅介護を行っているこ

と、家族介護者等が介護と平行して毎週 30

時間以上稼得活動に従事していないことで

ある。介護離職した場合はもちろん、家族

介護のため労働時間を短縮した場合にも、

介護金庫から法定年金保険の保険料が支払

われるのである。法定年金保険の保険料率

は、2016 年現在で 18，7％であり、実際に

支払われる保険料の金額は、要介護者の介

護等級や家族介護者等による介護時間（要

介護認定を行う専門職等によって必要と判

断された介護時間）に従って、法定年金保

険の前年度における被保険者の平均賃金相

当額（旧西ドイツ地域では 2905 ユーロ、旧

東ドイツ地域では 2520 ユーロ）を基準に計

算される。ちなみに、法定年金保険におけ

る家族介護者等の強制加入者数は、2016 年

1 月 20 日に連邦保健省が公表した数値によ

れば、2013 年で約 41 万 4000 人であり、介

護金庫の支払った保険料の総額は約 9億ユ

ーロであった。 

② 家族介護者等の介護に対する法定災害

保険の適用 

 家族介護者等に対して法定災害保険が適

用されることによって、家族介護者等の労

働災害または職業病に対して災害保険給付

が支給されることになる。家族介護者等の

労働災害となるのは、家族介護者等による

要介護者の身体的介護（食事介助や移動介

助）や家事援助といった通常の介護に伴う

労働災害だけでなく、要介護者の自宅と介

護場所との移動経路における通勤災害も含

まれる。このように家族介護者は、労災適

用によって、施設の介護職員等と同様に、

怪我や病気の治療やリハビリを無料で受け

たり、傷病手当金の支給、障害年金・遺族

年金の支給を受けたりできるのである。 

③ 家族介護者等に対する失業保険の適用 

家族介護者等が要介護者の在宅介護を終

えた後、改めて労働市場に復帰することが

できるように、無償で職業教育を受けられ

るようにしたり、ハローワークによる職業

紹介を行ったりしている。 

 

(4)家族介護者等のためのその他の給付 

① 家族介護者等のための無料介護講習 

 家族介護者等による要介護者の在宅介護
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の質の確保のために、また家族介護者等の

相互交流や悩み相談の機会提供のためにも、

無料の介護講習は役立つものと考えられて

いる。また、この無料の介護講習は、要介

護者の自宅など在宅介護の環境でも提供可

能であるため、専門職による介護との違い

を具体的に理解することができる機会とも

なるため、現物給付との組合せ利用を促す

機会にもなりうると言われている。 

② 家族介護者等のための介護相談 

 公的介護保険の保険者である介護金庫は、

各担当地域において、家族介護者等のため

に介護相談を行っている。これを通して、

家族介護者等の在宅介護と専門職や部分的

施設介護の利用などを促すことができる。

また、在宅介護における要介護者の虐待等

を事前に予防したり、早期発見したりする

ことも可能になる。私的介護保険の団体も

独自に介護保険相談の窓口を設けている。

さらに、介護保険を担当する連邦保健省と

は別に、連邦家族・高齢者・女性・青少年

省が介護テレフォンを開設し、介護保険の

申請や要介護認定の内容など、一般的な電

話による介護相談を行っている。そのほか、

高齢者の住まい（付随サービス等を含む）

に関わる契約については、消費者センター

が相談を受け付けるとともに、連邦消費者

センターが消費者の利益を守るために代表

訴訟を提起したりしている。 

 

(5)介護保険強化法Ⅱ(2017 年 1月 1日施行) 

介護保険強化法Ⅰ（2014 年制定、2015

年 1月 1 日施行）は、認知症等に対する付

加給付を導入したが、要介護認定および保

険給付における見守り負担等が十分に考慮

されていないと批判されていた。2015 年

には、要介護認定の基準および従来の 3段

階の介護等級を見直す介護保険強化法Ⅱが

制定され、モデル事業による検証などを経

て、2017 年 1月に施行された。なお、

2016 年に制定された介護保険強化法Ⅲ

（2017 年 1 月 1 日施行）は、各地域の事

情に即した要介護者の世話や介護を提供で

きるように、コミューンの権限を強化する

こととした。介護保険制度の導入によって

全国レベルで展開されてきた要介護者の世

話と介護がより柔軟に実施できる利点はあ

るが、他方では地域格差が生じる可能性も

あり、今後の各地での動きに注意する必要

があろう。 

① 介護保険強化法Ⅱによる要介護度 

従来の評価基準が基本的な身体的行動に

対する支援ニーズによるものであったのに

対し、介護保険強化法Ⅱによる新しい評価基

準は、従来の評価基準に加えて、日常生活

に制限を受ける認知症患者等に対する見守

り等のニーズを加え、総合的に判断するも

のとなった。その結果、従来の評価基準(Pf

legestufe)では非該当であった者の一部は、

新評価基準(Pflegegrad)では要介護度 1と

なり、従来の要介護等級ゼロ（認知症有）

と要介護等級Ⅰ（認知症無）は要介護度 2、

従来の要介護等級Ⅰ（認知症有）と要介護

等級Ⅱ（認知症無）は要介護度 3、従来の要

介護等級Ⅱ（認知症有）と要介護等級Ⅲ

（認知症無）は要介護度 4、従来の要介護等

級Ⅲ（認知症有）と要介護等級Ⅲ（苛酷な

場合）は要介護度 5となった。 

② 介護保険強化法Ⅱによる本人給付 

在宅介護優先原則のもと、新たに設けら

れた要介護度１については、具体的な現金

給付または現物給付の支給はなく、介護保

険者の介護相談および介護講習が無料で提

供されることが明示された。現金給付(月

額)については、要介護度 2：316 ユーロ、

要介護度 3：545 ユーロ、要介護度 4：728

ユーロ、要介護度 5：901 ユーロとされ、

専門職による介護の現物給付は、要介護度

2：689 ユーロ、要介護度 3：1.298 ユーロ、

要介護度 4：1.612 ユーロ、要介護度 5：

1.995 ユーロとされた。 

また、部分的施設ケア(デイケア・ナイ
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トケア)についても、要介護度 1は、介護

相談および介護講習の無料提供にとどまり、

要介護度 2：689 ユーロ、要介護度 3：

1.298 ユーロ、要介護度 4：1.612 ユーロ、

要介護度 5：1.995 ユーロとされ、ショー

トステイも要介護度 2以上の者のみ利用可

能で、原則年 4週間まで一律 1.612 ユーロ

とされた。これに対し、入所施設ケアにつ

いては要介護度１についても給付が支給さ

れ、要介護度 1：125 ユーロ、要介護度 2

：770 ユーロ、要介護度 3：1.262 ユーロ、

要介護度 4：1.775 ユーロ、要介護度 5：

2.005 ユーロとなっている。ただし、実際

の施設入所費との関係からすれば、要介護

度１で入所する場合には、他の要介護度の

入所者に比べて支払月額が高額になる。し

たがって、要介護度１で施設入所する要介

護者は在宅が困難な者に限られることにな

る。在宅が困難な場合に限られる(自己負

担できない施設費用は社会扶助で不足分が

補われる)。 

③ 介護保険強化法Ⅱによる家族介護者等

のための社会保険 

 新たに設けられた要介護度 1は、在宅の

本人給付だけでなく、家族介護者等の社会

保険料等の支払いの対象からも除外されて

いる。したがって、法定年金の保険料は、

要介護者の介護度 2からは、介護度にした

がって、かつ、要介護者が介護手当てまた

は介護現物給付を受給しているか否かにし

たがって、介護保険の保険者が階段的に年

金保険料を支払う。また、要介護者の介護

度２からは、家族介護者等のために、失業

保険料が支払われるとともに、介護継続期

間は法定災害保険でカバーされることも従

来どおりである。 

 

 ２．ドイツでの聞き取り調査結果 

 ドイツでは、介護保険法の専門家である

Gerhard Igl キール大学名誉教授および介

護現場と介護の質に詳しい Andreas 

Büscher オスナブルック専門大学教授を

訪問し聞き取り調査を行った。また、連邦

消費者センター高齢者住宅契約関係担当者

Dieter Lang 氏、私的介護金庫全国組織

（PKV）介護保険部長 Sibylle Angele 女史、

ドイツ商工会サービス会社成功の要因・家

族ネットワーク事務所長 Kristen 

Frohnert 女史、ドイツ連邦家族・ジェン

ダー・高齢者・青少年省介護機関・家族介

護期間担当 Christine Stüben 専門官を訪

問し聞き取り調査を行った。その結果、①

2017 年 1月 1日施行の介護保険強化法Ⅱ

において要介護認定の基準および介護度の

見直しが行われた後も、原則として保険給

付に変更はなく、家族介護者のためのデス

パイトケアに変更はないこと、②新たに設

けられた要介護度１については、現物給付

も現金給付も支給されないが、保険者の費

用負担による訪問相談・助言や訪問介護講

習が無料で受けられること、③上記①およ

び②による保険者の相談・助言や訪問介護

講習は、家族介護者に対する精神的支援に

役立つことがケース調査等で示されている

こと、④就労している家族が要介護者のた

めに取得できる有給の介護期間（10 日

間）、原則無給の看取り休暇（6ヶ月）、

原則無給の家族介護期間（24ヶ月）の情

報提供および普及のために、経営者団体が

積極的に先進事例を集めて紹介したりして

いること、⑤上記④の介護期間や家族介護

期間の普及のために、連邦家族省は補助金

により各自治体や企業のモデル事業を推進

したり、アンケート調査を行ったりしてい

ること、さらに家族介護を支援するために

介護全般に関する相談を全国的に受け付け

る介護電話を設置したりしていること、⑥

原則無給の家族介護期間を利用したり介護

離職したりした場合にも、社会保険である

年金保険や災害保険・失業保険については、

介護保険の保険者が保険料を負担すること

で不利にならないようにしていること（介
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護の社会的評価）などが、要介護者を介護

する家族に対し直接・間接的支援となって

いることが明らかとなった。 

 

Ｄ．考察 

 日本の介護保険は、被保険者が加齢に伴

って要介護・要支援状態になった場合を想

定しているのに対し、ドイツの介護保険は

子どもから高齢者まで、すべての年代の要

介護者に対する給付を行うものであり、在

宅介護を前提に家族介護等を補充するもの

として制度設計されている。そのため、ド

イツの介護保険は、①当初から、要介護者

の自立と自己決定の尊重（被保険者による

保険者および保険給付の選択）および在宅

介護の優先（保険給付は家族や近隣住民に

よる介護を補充するもの）の 2つを基本理

念としてきた。したがって、在宅介護にお

ける家族介護者の支援も、要介護状態にあ

る障害児・者や高齢者を世話ないし介護す

る家族等を念頭に展開されてきた。②在宅

介護優先ゆえに、当初から家族介護者の年

金・災害・雇用の各社会保険の保険料を介

護保険財政から支出する形で、社会的労働

として評価してきた点において特徴的であ

る。こうした社会保険による保障は、要介

護者を介護する家族介護者だけでなく、就

労しつつ家族の介護をしたいと希望する者

および介護離職者にとっても必要なもので

ある。家族介護者の適切な支援によって、

介護施設入所者や在宅サービスの利用者の

数を抑えられるとすれば、介護保険財政に

も利することになる。また、③被保険者給

付として、介護家族等が病気や休暇で介護

できず、外部の介護サービスを利用した場

合、通常の介護保険給付とは別に保険給付

が支給されることは、家族介護者等の心身

の負担軽減に役立つものと思われる。さら

に、④介護保険の保険者に義務付けられて

いる相談・助言や介護講習などは、多様な

主体（国や自治体、消費者センター、自助

組織など）による多様な形態での相談・助

言や介護講習とも相まって、要介護者を介

護する家族等の精神的負担や不安の軽減に

役立っているだけでなく、介護保険や介護

休業など広く介護に関する情報を提供する

ことにも役立っている。そして、⑤被用者

が家族のために事前申し出なくても取得可

能な介護期間だけでなく、無給とはいえ無

利子貸付制度とセットになった 6ヶ月の看

取り休暇や 24ヶ月の家族介護期間（事前

申し出が必要）などの長期休業や時間短縮

など、就労しつつ家族を介護できる制度の

構築を日本でも検討すべきである。また、

これらの介護休業の取得方法や介護保険給

付との組み合わせなど、多様な介護関係情

報を先進事例の紹介とともに企業が主体的

に行うように促すべきである（育児の場合

の体験を活かす）。さらに、日本における

地域包括ケアシステムの構築にあたっては、

⑥要介護者や家族介護者が地域で孤立しな

いように、地域行事等のマネジメント支援

（家族他のための地域同盟）、児童青少年

の活動拠点やファミリーサポートセンター

などを活用し、多様な世代間の相互交流を

行う事業（多世代の家）、さらに認知症高

齢者に対する正しい知識の普及を目指した

新しい地域同盟（認知症患者のための地域

同盟）など、地域の住民や企業を巻き込ん

だ取組みの展開なども参考としつつ、単に

高齢者や介護家族が集まる場所の提供にと

どまらず、専門職等による相談・助言が無

料で提供されたり、相互に助け合ったりで

きる関係形成のためのマネジメント支援を

行うことも重要と思われる。 

 

Ｅ．結論 

日本においても、要介護者の自立と自己

決定の尊重および在宅介護の優先を重要視

するのであれば、ドイツの介護保険におけ

る家族介護者支援のあり方を参考に、以下

のような諸施策を検討するべきものと思わ
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れる。 

まず、①ドイツの介護保険のように、保

険給付の対象者の範囲を子どもにまで広げ、

障害のある子どもから高齢者まで共通して

提供できる基本給付と成長期にある子ども

や認知症高齢者など、その特性に配慮した

介護給付を用意するなど、総合的な介護保

険制度とすること、②要介護の障害児・者

および要介護高齢者を世話ないし介護する

家族のために、専門職による総合的な相談

・助言および要介護者の特性に応じた自宅

での介護講習の機会提供などを保険者に義

務付けること、③家族の病気や休暇のため

の在宅での代替介護者の確保費用を通常給

付とは別個に提供すること、④介護を社会

的労働として評価し、一定以上の時間数の

介護を行う家族の年金保険料を介護金庫が

負担すること、⑤家族介護者と要介護者と

の間の事故をカバーする公的災害保険を用

意すること、⑥家族介護の終了後における

介護者の就労支援を雇用保険に位置づける

ことなどの諸施策が考えられる。 

また、介護休暇制度の柔軟性を確保し、

介護離職を防止する方策として、⑦介護休

暇の取得可能期間を延長するとともに、短

時間勤務や在宅勤務などを取り入れること、

⑧通常の介護休業とは別に看取り休業制度

を新設すること、⑨就労との両立を可能に

する多様な在宅介護のあり方のモデルを企

業および労働者の双方に提示すること、⑩

介護休業制度や介護保険給付の内容につい

て、企業および地方自治体など多様な主体

による相談窓口を設置することが考えられ

る。 

さらに、家族介護者を地域社会で支える

ために、⑪子どもからお年寄りまで集まれ

る「多世代の家」の日本版を各地方自治体

で展開するともに、そのためのモデル事業

を国の補助金等で支援すること、⑫地域に

おける家族介護者やボランティアの地域貢

献を社会的労働として評価するための仕組

みを設けること、⑬地域力強化のために、

企業や NPO や地域住民が一緒になって各種

行事やイベントを企画運営する「家族のた

めの地域同盟」の日本版を展開するための

マネジメント支援を行うこと、⑭地域で認

知症高齢者を見守り家族介護者を支援する

ために「認知症患者のための地域同盟」の

日本版を展開することなどが考えられる。 
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分担研究報告書 

 

家族介護者に対する支援のあり方に関する調査研究（韓国の事例） 

 

研究代表者 田宮菜奈子 筑波大学医学医療系ヘルスサービスリサーチ分野 教授 

研究協力者 全保永(Jeon, Boyoung)筑波大学医学医療系ヘルスサービスリサーチ分野 研究員 

研究分担者 柏木志保 筑波大学医学医療系ヘルスサービスリサーチ分野 研究員 

研究分担者 森川美絵 国立保健医療科学院 特命上席主任研究官 

 

研究要旨 

 

研究目的：本研究では韓国における家族介護者に対する支援のあり方、および政策の事例を

収集することを目的とした。特に、本報告では経済的支援、介護者への理解、休養・リフレ

ッシュ支援事業について報告する。 

研究方法：韓国の保健福祉部、国民健康保険公団健康保険政策研究院等の資料を参照して家

族介護政策に対するレビューを実施した。 

研究結果・ 結論：韓国では、家族介護者支援のために、経済支援（家族療養給付、家族療養

保護士）、 介護者への理解（「家族相談支援」のためのプログラム）、休養・リフレッシュ

支援（認知症家族休み支援サービス）を実施している。家族の療養費(特別現金給付)の受給

者は、給付が低く、対象地域の制限がある一方で、家族の療養保護士は給付が高く、対象地

域に制限がない。したがって、高齢者の家族が療養保護士資格を取得し、家族の療養保護士

として活動する者の事例が多い。「家族相談支援」のためのプログラム(サービスの内容)の

開発はまだモデル事業の段階にある。また、「認知症家族休養支援サービス」は、支援が開

始された段階にあるので、サービス利用者数に対する統計資料や満足度などに関する資料が

公開されていない。 

 

Ａ．研究目的 

本研究では韓国における家族介護者に対す

る支援のあり方、および政策の事例を収集

することを目的とした。特に、 経済的支

援、 介護者への理解. 休養・リフレッシ

ュ支援事業について報告する。 

 

Ｂ．研究方法 

韓国の長期療養保険制度の中で「家族療養

給付 (特別現金給付)」に関する内容を確

認し、国民健康保険公団健康保険政策研究

院から発表された最新の『長期療養家族相

談支援モデル事業(2015、2016)』の資料を 

 

参照して家族介護政策に対するレビューを

実施した。「家族療養保護士」については、

2016 年 11 月に実施した韓国保健福祉部

（療養保険制度課）および介護保険の保険

者である国民健康保険公団（本部療養運営

室 療養企画部）への訪問・ヒアリング調

査資料を二次利用した。（★倫理面への配

慮のために、訪問・ヒアリング自体は、別

研究事業として実施。別研究事業にて収集

・作成した。ヒアリング時入手資料の日本

語翻訳版をもとに、現状の整理・考察を行

った。） 

「家族相談支援」に関する内容は国民健康
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保険公団健康保険政策研究院の『長期療養

家族相談支援モデル事業運営及び評価』を

参考とし、「認知症家族休み支援サービス」

については、韓国保健福祉部の website を

参考にした。 

 

Ｃ．研究結果 

C.1. 経済的支援 

1．家族療養給付 

(1) 家族療養給付 (特別現金給付)の概要     

韓国では老人長期療養保険給付の中で施設

給付、在宅給付以外に「家族療養給付 (特

別現金給付)」を運営している。家族療養

給付 (特別現金給付)とは、受給者(高齢

者)が島・僻地に居住するか、災害、身体

・精神の事由によって長期療養給付を指定

された施設で受けられないために、その代

償として家族等から訪問療養に相当する長

期療養給付を受ける場合に支給される給付

である。 

(2) 法的根拠   

法的根拠は次の通りである。老人長期療養

法第 24 条(家族療養費)、老人長期療養保

険法施行令第 12 条(家族療養費支給基準)、

老人長期療養保険法施行規則第 20 条(家族

療養費支給手続き等) 

(3) 家族療養給付 (特別現金給付)適用対

象者   

A. 島・僻地等、長期療養施設が顕著に足

りない地域に居住する場合 

B. 災害、もしくはそれと他類似した事由

により長期療養機関が提供する長期療養給

付を利用し難いと保健福祉部長官が認める

場合 

C. 身体・精神の事由等により家族等から

長期療養を受けなければならない場合 

-「感染病の予防及び管理に関する法律」

による感染病患者で、感染の危険性がある

場合 

-「障害者福祉法」第 32 条により登録され

た障害者のうち、同法施行令別表１(障害

の種類及び基準)の規定による精神障害者 

- 変形等の事由により他人との接触を忌避

する場合：身体的変形等の事由により他人

との接触を忌避する場合。ただし、身体的

変形は顔面奇形(変形)、顔面火傷、ハンセ

ン病に限って適用する 

 (4) 家族療養費支給基準   

- 家族療養費給付基準：家族療養費受給者

は在宅給付(在宅介護サービス)、施設給付

(施設介護サービス)を重複して受けること

ができないが、他の在宅給付(在宅介護サ

ービスのうち福祉用具)は家族療養費との

併用が可能である。[老人長期療養保険法

施行規則第 17 条(長期療養給付重複受給禁

止)] 

- 家族療養費支給額：毎月受給者に 15 万

ウォン支給 

 

2．家族療養保護士 

「家族療養保護士」は、受給者が、療養保

護士（療養保護士は、韓国における介護の

国家資格）である親族（「家族療養保護

士」）から訪問療養給付の提供を受けるこ

とができる仕組みである。家族介護者は、

家族療養保護士として要介護者に訪問療養

を提供すると、一定の上限・条件の範囲内

で介護保険から報酬を受けとることができ

る。間接的であるものの、この点は介護者

への現金給付に類似した仕組みであると言

える。 

これらが韓国の「家族療養保護士」の現

状、政策的な示唆や応用可能性を検討した

結果である。 

家族療養保護士の給付や算定に関して、

以下の告示等の基準が法令として定められ

ている。 

長期療養給付提供基準及び給付費用算定方

法等の告示第 15 条（家庭訪問給付の一般原

則） 
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長期療養給付提供基準及び給付費用算定方

法等の告示第 23 条（家族である療養保護士

の給付費用の算定基準） 

現在、「家族療養保護士」として登録さ

れた療養保護士の割合が高いため、この仕

組みは韓国社会に定着しているといえる。

訪問療養を提供する療養保護士 118,413 人

のうち、家族療養保護士は 40,623 人であっ

た(34.3％、2013 年 6 月現在）。 

「家族療養保護士」は、課題の多い制度

として政府から認識されている。韓国政府

の所管として、現行の仕組みを拡充するこ

とは考えていない。「（無償でも結局のと

ころ実施されるであろう）家族介護に、保

険制度として現金を給付することの妥当性

・正当性がない」という点から現行制度を

抑制する動きがある。また給付のモニタリ

ングが困難であることから制度への規制強

化の動きもある。 

 

(出処：韓国女性政策研究院, 2011, 著者修正) 

 

C.2. 介護者への理解 

1. 「家族相談支援」のためのプログラム

の開発(2015) 

1) 基本方向   

目的：「家族相談支援」のためのプログ

ラム開発は、介護負担・鬱・ストレス・健

康悪化等を引き起こすリスクを低下させ、

家族介護者の暮らしの質を高め、また要介

護者の暮らしの質を向上させると同時に、

施設入所の時期を延期することを目的とす

る。 

プログラムの具体的な目的は、必要とさ

れる介護の範囲を明らかにすること、要介

護者に与える影響を認識できるように支援

すること、介護に潜在する否定的な側面を

減少させること、介護技術および介護知識

を向上させること、介護に対する肯定的な

姿勢を増進させること、効率的な介護技術

を向上させること、家族介護者のセルフケ

ア技術を増進させることである。 

2) モデル事業設計   

2.1) モデル事業対象   

- モデル事業の対象者は、要介護者と同居

する家族介護者のうち、モデル事業対象者

の選定基準に符号する者及び除外基準に該

当しない者である。   

- 8 週 11 回期の家族相談支援プログラム：

個別プログラム 6 回期、集団プログラム 3

回期、電話相談 2回期 

- プログラムの目的： 同プログラムは、介

護負担・鬱・ストレス・健康悪化等を引き

起こすリスクを低下させ、家族介護者の暮

らしの質を高め、また要介護者の暮らしの

質を向上させると同時に、施設入所の時期

を延期することを目的とする。 

- 開発戦略:開発戦略として、要介護者の特

性と介護状況に適合したプログラムの開発、

多様な介入要素を含めた複合的介入プログ

ラムの開発、 プログラム に対する多様な

アプローチ方法の包含、学際チームで構成

されたマニュアル開発専門家によるプログ

ラム開発がある。 

2.3) プログラム提供者及び提供機関   

- プログラムの提供者は精神保健専門員で

ある。   

- プログラムの提供機関は老人長期療養運

営センター(保険者)および精神健康増進セ

ンター(自治体)である。 

2.4) モデル事業期間及び地域     

- モデル事業期間：2015 年 10 月 12 日～
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2016 年 5月 27 日 

- モデル事業地域：12個市・郡・区   

2.5) プログラム提供者教育及び電算システ

ム開発   

- モデル事業地域運営センター及びプログ

ラム提供者 12 名対象に老人長期療養保険の

理解及び家族相談支援プログラムマニュア

ル教育 

- 電算システム開発：家族相談支援モデル

事業対象者登録のために電算システム開発 

2.6) 評価結果(主要内容)   

評価枠 評価結果(簡略な要約)  

資 源 ( 投

入)要素 

モデル事業運営のための経費は総

8 億 7,900 満ウォン (１円＝１０

ウォン) 

活動及び

算出要素 

モデル事業参与対象者として選別

された 1,306 名のうち 969 名(実

験群 498 名、対照群 471 名)にプ

ログラムを提供 

プログラ

ム成果 

- 評価結果：実験群で受給者の神

経精神行動症状に対する負担感と

深刻度がプログラム参与後、統計

的に有意味な水準で減少 

- プログラム参与満足度：実験群

I の場合、個別訪問 93.2%、集団

活動 82.7%、電話相談 87.2%が満

足。実験群 II の場合、個別訪問

95.6%、集団活動 94.7%、電話相談

89.8%が満足 

（出処：韓国国民健康保険公団健康保険政策

研究院．2016．報告書の内容から縮約） 

 

C.3. 休養・リフレッシュ支援事業 

1．「認知症家族休み支援サービス」 

1) 事業目的: 高齢者見守り総合サービス利

用者のうち、認知症がある高齢者に一定期

間短期保護サービスを提供する。長期間の

看病で疲れた家族の休養を支援し、認知症

高齢者家族の介護負担軽減を図ることが目

的である。 

2) サービス対象選定基準：医師から診断書

（有効期限 6 か月以内）を発行された者あ

るいは、医師による所見書に認知症と記載

されていること 

3) サービス内容 

- 認知症患者の家族支援サービス(短期保護

サービス):提供機関で一定期間、認知症高

齢者を保護する 

- 支援方式：年間 6 日の範囲内で利用でき

るバウチャーを支給 

（※回数に関係なく、年間 6 日の範囲内で

利用可能であり、最小利用単位は 2日）  

- (支援内容) 既存サービスの訪問サービス、

デイケアサービス以外に短期保護サービス

が追加提供される。 

区分 
本人負担金 

(1 日あたり) 

政府支援金 

(1 日あたり) 

基礎生活受給者 

(低所得層) 

無料 36,380 ウォン 

次上位階層 2,500 ウォン  33,880 ウォン 

次上位超過~全国

世帯の平均所得

100%未満 

5,100 ウォン 31,280 ウォン 

全国世帯の平均所

得 100%以上~130%

未満 

5,800 ウォン 30,580 ウォン 

全国世帯の平均所

得 130%以上~150%

未満 

6,500 ウォン 29,880 ウォン 

（出処：韓国保健福祉部. 2016. 認知症家族

休み支援サービスの案内）  

 

Ｄ．考察 

韓国における家族介護者支援策として、

経済支援には、家族療養給付 (特別現金給

付)と家族療養保護士がある。 



- 27 - 

 

家族療養給付 (特別現金給付)とは、島

・僻地に居住するか、災害、身体・精神の

事由によって長期療養給付を指定された施

設で受けられない者への支援である。その

ため、総長期療養保険給付費支出のうち家

族療養給付支出は 1%未満である。 

家族の療養費(特別現金給付)の受給者は、

給付が低く、対象地域に制限があるのに比

べ、家族の療養保護士は給付が高く、対象

地域に制限がない。したがって、高齢者の

家族が療養保護士資格を取得し、家族の療

養保護士として活動している者の数が多い。 

家族の療養費の受給額が 15 万ウォン（約

１万 5,000 円／月）であるのに対し、同居

家族療養保護士 1 人当たりの給付額は

2010 年 3 月基準で 61 万 4 千ウォン（約 6

万 1,400 円／月）であった。一般の療養保

護士 1 人当たり給付額は 76 万 6 千ウォン

(約７万 6,600 円／月)であるので、居家家

族療養費の給付額は一般の療養保護士給付

額の 80.1%にあたる。(ソクジェウン、

2011; 韓国女性政策研究院、2011 から引

用)。しかし、韓国政府は 2011 年 5 月に開

催された第 3 次長期療養委員会の議決にお

いて、受給者と家族関係にある療養保護士

が訪問給付を提供する場合、給付費用請求

を制限するなど管理を強化することを決定

した。例えば、療養保護士が家族関係にあ

る場合、1 日訪問療養費用請求時間は、従

来の 90 分から 60 分に縮小される。給付請

求の制限は、受給者と同一世帯に居住して

いない家族の療養保護士についても同様に

適用すると定められた(韓国保健福祉部、

2011； 韓国女性政策研究院、2011 から引

用)。  

介護者への理解の事例として、「家族相

談支援」のためのプログラム(サービスの

内容)の開発はまだモデル事業である。  

休養・リフレッシュ支援事業の一環であ

る「認知症家族休み支援サービス」につい

ては、サービス利用者数に対する統計資料

や満足度などに関する資料が公開されてい

ない。 

 

Ｅ．結論 

韓国では、家族介護者支援として経済支

援（家族療養給付、家族療養保護士）、 

介護者への理解（「家族相談支援」のため

のプログラム）、休養・リフレッシュ支援

事業（認知症家族休み支援サービス）を実

行している。家族介護者に対する支援政策

の一部は、開始段階にあるので、該当政策

の効果については今後の評価が必要である。 
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厚生労働科学研究費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）） 

分担研究報告書 

 

イギリスにおける社会ケア関連 QOL 尺度（ASCOT）の介護者版の開発と活用  

 

研究分担者 森川美絵 国立保健医療科学院 特命上席主任研究官 

研究分担者 植嶋大晃 筑波大学 医学医療系 ヘルスサービスリサーチ分野 研究員 

 

研究要旨 

（目的）本研究では、イギリスにおける、１）自治体による介護のアウトカムのモニタリン

グの枠組み：ASCOFの概要及び評価項目の整理、２）自治体による介護者調査の項目、３）

上記により得られるデータの自治体ケアシステム運営への活用状況について情報収集し、日

本への示唆を整理した。 

（方法）WEB上で公開されている報告書や参考資料の収集整理、イギリスの自治体担当者に対す

るヒアリングデータの整理による。 

（結果）ASCOF では領域ごとに、目標に応じた包括指標とその他の指標が整理されていた。「ケ

アや支援のニーズをもつ者の QOL の促進」は最重要領域とされ、その指標には介護者の QOL も

含められていた。社会ケア関連 QOL の尺度として ASCOT が採用されている。ASCOT に関し

て、学術的な妥当性に関する検証が蓄積されてきていた。自治体による介護者調査の項目の多く

は、当該尺度を構成する項目が採用されており、介護者の多様な側面を捉えるものとなってい

た。こうした評価の枠組みや評価尺度により収集されたデータを元に、自治体が地域のケアシス

テムをどのように評価するかについて、先進的な自治体の取り組みはあるものの、全国的整備が

進んでいるとはいえず、課題も残されていた。 

（考察）イギリスにおける地域のケアのアウトカムのモニタリング・評価の枠組みの設定や、そ

の中に介護者の経験に関わる項目を位置付けていることは、日本の地域包括ケアの評価にとって

も示唆的である。他方で、データによる評価の手法、評価の実施体制、データ分析結果を具体的

な施策立案に還元するための組織体制について、日本におけるエビデンスベースのシステム運営

においても、注意深い検討が必要であることが示唆された。 

（結論）介護者の状況を客観的・統計的データとして把握・分析すること、それを定期的継続的

に実施し、企画立案に活用していくサイクルの確立が、日本の介護者支援策においても重要であ

る。本研究を通じ、日本において、介護者にとってのアウトカムを含めたエビデンスベース

のケアシステム運営、すなわち、地域包括ケアシステムの中に介護者支援を位置付けていく

上の、有用な参考資料を提供することができた。 
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Ａ．研究目的 

 日本の介護者支援策を地域包括ケアアシ

ステムに組み込んで実施する上でも、地域

で把握すべき介護者の状況・状態の客観デ

ータを標準化し、活用することが重要にな

る。 

 イギリスでは、近年、包括的なアウトカム

評価の枠組みと対応する指標を整備し、自治

体ごとのケア状況の把握や自治体間比較、そ

れらを通じた地域におけるケアの質改善のサ

イクルを機能させようとしている。このこと

は、アウトカム評価を活用した自治体のケア

システム管理のあり方という観点から着目さ

れる1。 

 具体的には、2010 年代以降、ケアの質保証

のためのアウトカム測定の枠組み ASCOF： A

dult Social Care Outcomes Framework に基

づき、各種調査データの項目から構成された

アウトカム指標群により地域のケア状況の把

握が進められ2、自治体ごとの経年的情報がデ

ータベース化されている3,4。自治体による調

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                    
1森川美絵．福祉介護分野から：多職種多

分野連携による地域包括ケアシステムの構

築．保健医療科学．2016；65(1):16-23． 
2 Department of Health. The Adult Social 
Care Outcomes Framework 2015/16. 
2014; Department of Health. 
https://www.gov.uk/government/uploads/sy
stem/uploads/attachment_data/file/375431
/ASCOF_15-16.pdf  (accessed 2016-12-
26). 
3 Health and Social Care Information 
Center (HSCIC). Adult Social Care 
Outcomes Framework (ASCOF). 
http://www.hscic.gov.uk/ascof  (accessed 
2016-12-26). 
4なお，ケアのアウトカムについては、社

会ケアに関するアウトカム指標（ASCOF）

の他に，公衆衛生に関するアウトカム指標

の枠組み（PHOF：Public Health 

Outcomes Framework），国民医療サービ

スに関するアウトカム指標の枠組み

（NHSOF: National Health Service 

Outcomes Framework）も設定されている．

そして，三領域で共通化できる指標は，共

査は、サービス利用者を対象にしたものだけ

でなく、介護者を対象にした調査も実施され

ている。 

 そこで、本研究では、イギリスにおける、

（１）自治体による介護のアウトカムのモ

ニタリングの枠組み：ASCOF の概要及び

評価項目の整理、（２）自治体による介護

者調査の項目、（３）上記により得られる

データの自治体ケアシステム運営への活用

状況について情報収集し、日本への示唆を

整理する。 

 

Ｂ．研究方法 

（１）自治体レベルでの介護のモニタリン

グ の枠組み：ASCOF の概要及び評価項

目 

 WEB 上で公開されている報告書や参考資

料の収集整理を行った。採用されている評価

尺度に関する学術文献レビューを実施した。 

 

（２）自治体による介護者調査の項目 

 WEB 上で公開されている報告書や参考資

料自治体が実施している利用者調査の項目を

整理した。具体的には、政府が地方自治体

向けに刊行したケアラー調査のガイダンス、

なかでも近年のものとして 2014−15年調

査、2016-1 年調査のガイダンスをもとに
5,6）、ケアラー調査の調査項目の一覧およ

び ASCOF との（ASCOF のどの指標に位

置づけられているかなど）について、整理

した。 

                                           

通指標として利用されていることも，注目

される。 
5 Survey of Adult Carers in England, 2014-
15 - guidance for local authorities. 
http://content.digital.nhs.uk/sace1415 
(accessed 2017-3-3) 
6 Survey of Adult Carers in England, 2016-
17- guidance for local authorities. 
hhttp://content.digital.nhs.uk/article/7193/S
urvey-of-Adult-Carers-in-England-2016-17-
--guidance-for-local-authorities (accessed 
2017-3-3) 
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（３）データの自治体ケアシステム運営へ

の活用状況 

 特定の自治体を事例として、介護サービ

ス利用者調査や介護者調査のデータ分析の実

施体制や活用等について、分析担当者へのヒ

アリングから得られた情報を整理する。 

 具体的には、ロンドン自治区の１つである

ハーロウ自治区（Harrow Council）をとりあ

げた。ハーロウ自治区は、データ分析に関し

て先駆的に取り組み、データ分析の担当者が

国レベルの政府職員とも兼務している。

2016 年 8 月に実施した、ハーロウ自治区

（Harrow Council）への訪問・ヒアリング調

査により得られた資料の二次利用により、分

析を行う（訪問・ヒアリング自体は、別研究

事業として実施）。 

 

（倫理面への配慮） 

 直接、人を対象にしたものではなく、倫

理的問題はない。 

 

Ｃ．研究結果 

（１）自治体レベルでの介護のモニタリン

グの枠組み：ASCOF の概要及び評価項目 

 ASCOF では領域ごとに、目標に応じた包括

指標とその他の指標が整理されている。 

 「１．ケアや支援のニーズをもつ者の QOL

の促進」は最重要領域とされ、その包括指標

として社会ケア関連 QOL が設定されている

（表１）。 

  注目すべきは、「ケアや支援のニーズをも

つ者」の中に介護者も含められ、介護者の社

会ケア関連 QOL がアウトカム評価の最重要項

目のひとつとされている点である。また、

「支援や介護における関係者の肯定的経験を

保証する」こともアウトカム評価を構成する 4

大領域のひとつとされているが、そこには介

護者の肯定的経験も含まれている。介護者の

肯定的経験を構成する内容として、ケアプロ

セスにおいて介護者がパートナーとして尊重

されたと感じられたかどうかや、ケアの選択

や決定に資する情報にスムーズにアクセスで

きたかどうか等が、設定されている。 

 ASCOF の包括指標である社会ケア関連

QOL は、ケアの生活モデルや当事者視点の

重視という潮流を背景に、国際的にも着目さ

れているアウトカム指標である7,8。社会ケア

関連 QOL の尺度として注目されるのが、ケ

ント大学で開発された ASCOT：Adult Social 

Care Outcome Toolkit である。ASCOT は、

「介護サービス利用者版」のほか、「介護者

版」も開発されている。その尺度の妥当性等

について、開発者らの論文により、一定の学

術的蓄積がある。それを整理したのが、表２

である。 

 

（２）自治体による介護者調査の項目 

 自治体によるサービス利用者調査や介護者

調査は、全国標準化された調査項目により実

施されている。 

 ASCOT を構成する項目は、こうした全国

標準の調査項目として採用されている。近

年の介護者調査、すなわち Survey of Adult 

Carers in England, 2014-15 および 2016-17

における調査項目の一覧と、その中での

ASCOT 介護者版の反映のされ方について、

一覧表にまとめた。2014-15 調査は表３、

2016-17 調査は表 4 の通り。 

 

 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                    
7長澤紀美子．ケアの質の評価指標の開発と

課題．季刊・社会保障研究.2012;48(2):133

-51． 

8 OECD. A Good Life in Old Age ? : M

onitoring And Improving Quality In Long 

Term Care.  2013; OECD. 
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表１イギリスにおける社会ケアのアウトカム評価の枠組み（ASCOF） 

 

（出典）森川(2016)表 4 を再引用

目標　（領域別） 包括指標 構成目標 指標

・人々は、自分の望む限り自分自身が受け
る支援を管理でき、自分のニーズを満たす
ために、どんな支援がいつどのように提供
されるかをコントロールできる。

1B. サービスを受けつつ、日常生活をコントロール
している人の割合
1C. 社会ケアの利用者のうち、自己決定の支援
を受けて直接支払の給付（direct payments）を受
けている人の割合

・介護者は、ケア役割と自分が望む生活の
質を維持することとを、調和させることがを
できる。

1D. 介護者が報告したＱＯＬ

・人々は、望むときには就業先を見つけら
れ、家族や社会生活を維持し、地域の生
活にも貢献し、孤独や孤立を避けることが
できる。

1E.　学習障害者（成人）のうち、有償雇用に従事
している者の割合（PHOF1.8、 NHSOF2.2 との共
通指標）
1F.  二次精神保健サービスが関わっている成人
のうち、有償雇用に従事している者の割合
（PHOF 1.8, NHSOF 2.5との共通指標）
1G.  自宅に住んでいるないし家族と同居している
学習障害者（成人）の割合（PHOF 1.6 との共通
指標）
1H.  二次精神保健サービスが関わっている成人
のうち、支援の有無に関わらず自立生活している
者の割合（PHOF 1.6 との共通指標）
1I.　サービス利用者とその介護者のうち、自分の
望む通り社会とのコンタクトが取れていると報告し
た者の割合

・すべての人は、人生を通して、最善の健
康とウェルビーイングを享受する機会を得、
自身がケアニーズに対処するのを助けてく
れる支援や情報にアクセスできる。

・早期の診断、介入とreablement （在宅生
活の自信とスキルを高めるためのリハビリ
的関与） により、人々やその介護者が、よ
り重度のサービスに依存することを低減す
る。

2B.  退院後にreablement/rehabilitationサービ
スを受けた65歳以上の人で退院後91日以上自
宅に滞在している者の割合
2D.  短期サービスの成果：短期サービス導入の
結果
（暫定指標）2E: reablement サービスの効果

・人々にケアのニーズが発生した時、最も
適切な状況で支援を受けることができ、再
び自立できることができる。

2C. 社会ケアが原因となった、病院からのケア移
行の遅れ
（暫定指標）2F. 認知症に関して：診断後のケア
が自立の維持とＱＯＬ向上に及ぼした効果の測定

・ケアプロセスを通じ、介護者が、自分は対
等なパートナーとして尊重されていると感じ
る。

3C. 要介護者についての議論に参加したり意見
を求められたことがあると報告した介護者の割
合。

・人々は、助けが必要な際に自分の地域
でどのような選択が可能なのか、どんな権
利があるのか、誰にコンタクトを取ればよい
のか、知っている。

3D. サービスを利用した者の割合、および支援に
関する情報を問題なく入手できた介護者の割合

・人々は（社会ケアに関する決定を行う人も
含む）、個人の尊厳を尊重し、提供する支
援が個々人のそれぞれの環境に配慮した
ものとなることを保証する。

※これに対応する情報は、成人向け社会ケア調
査(Adult Social Care Survey)から抽出され、自
治体の分析に利用される。

４．脆弱にさせる環境
に置かれた大人を保
護し、避けられる危害
から守る。

４A.　安全と感じている利用
者の割合

・すべての人は、物理的な安全および安心
の感覚を享受できる。人々は、身体的、精
神的な虐待、嫌がらせ、ネグレクトを受ける
ことがなく、自傷からも自由である。人々
は、避けられる危害、疾病、外傷から可能
か限り保護される。人々は、その後の生活
設計の支援をうけ、自分の希望に応じてリ
スク管理を行う自由を得る。

4B. サービス利用者の内、それらのサービスに
よって安全を感じ、守られていると感じると答えた
人の割合
（暫定指標）4C.  保護の照会が完了したケース
のなかで、安全を感じると報告した人の割合

１.　ケアや支援の
ニーズをもつ者のQOL
を促進する。

２．要支援・要介護
ニードを遅らせ、低減
させる。

３．支援や介護におけ
る患者の肯定的経験
を保証する。

社会ケアの利用者およびそ
の介護者が、ケアや支援を
受ける経験に満足する。

３A.  サービスの利用者がケ
アや支援に全般的に満足す
る

３B.  介護者がケアや支援に
全般的に満足する（2012年
より新規導入）

（暫定指標） 3E.  統合ケアの
効果

1A. 社会的ケア関連QOL
（ASCOT に準拠）

2A.　人口千人あたりの高齢
者施設への永続的入居者数
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表２ ASCOT (ケアラー版以外も含む)の妥当性に関する先行研究     （出典）研究分担者・植嶋による整理 
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表３ 2014-15 年介護者調査 Survey of Adult Carers in England (SACE) 2014-2015 質問項目   （出典）研究分担者・植嶋による整理
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（続）表３ 2014-15 年介護者調査 Survey of Adult Carers in England (SACE) 2014-2015 質問項目 
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表４ 2016-17 年介護者調査 Survey of Adult Carers in England (SACE) 2016-2017 質問項目  （出典）研究分担者・植嶋による整理 
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（続）表４ 2016-17 年介護者調査 Survey of Adult Carers in England (SACE) 2016-2017 質問項目   
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（３）データの自治体ケアシステム運営への

活用状況 

 サービス利用者調査および介護者調査の個

票レベルの回答結果は、CSV 形式で、全国の

自治体分のデータが一般公開されている。これ

は、個別自治体の取り組みではなく、イギリス

政府の方針としてなされている。 

 ハーロウ地区へのヒアリングでは、個票デー

タの公開は、自治体による評価指標にかかわる

数値の改ざんや操作などを難しくし、透明性の

高い評価につながると考えられていた。 

 ハーロウ地区での調査は、多言語対応がな

されるなど、地域の多文化性への配慮がなされ

ていた。 

 また、ハーロウ地区では、自治体内のケア関

連の調査データ分析セクションが、一定の規模

を構成して存在していた。事業担当課が、時間

の合間にデータ分析をするのではなかった。調

査データ分析セクションによる分析結果が、事

業担当課にフィードバックされ、それが事業担

当課の企画立案に活用されるというサイクルが

つくられつつあることが、ヒアリングからうか

がえた。 

 そうしたサイクルが機能した例として、介護

者の情報アクセスに関する評価結果が良好でな

いことから、その部分の施策強化につながった

エピソードなどがあげられた。 

 但し、ヒアリング対象となったデータ分析官

によれば、先進事例ではそうした動きがあるが、

全国的な動きになりえているわけではないとの

ことであった。 

 いずれにせよ、データ分析が事業担当課内で

完結せず、ケア分野横断的なデータを分析する

部門が一定規模存在することで、あ 

 

ある程度しっかりしたデータ分析と評価の可能

となっていることがうかがえた。 

 

Ｄ．考察 

 介護者の状況を客観的・統計的データとして

把握・分析すること、それを定期的継続的に実

施し、企画立案に活用していくサイクルの確立

が、日本の介護者支援策においても重要である。 

 イギリスにおける地域のケアのアウトカムの

モニタリング・評価の枠組みの設定や、その中

に介護者の経験に関わる項目を位置付けている

ことは、日本の地域包括ケアの評価にとっても

示唆的と言えよう。 

 また、イギリスの介護者調査における調査項

目の標準化、アウトカム指標の組み込みは、項

目の多様性も含めて、日本でも大いに参考にな

ろう。 

 ただし、自治体によるデータに基づく評価は、

先進的な自治体の取り組みは参考になるものの、

全国的整備が進んでいるとはいえず、課題も残

されていた。データによる評価の手法、評価の

実施体制、データ分析結果を具体的な施策立案

に還元するための組織体制について、日本にお

けるエビデンスベースのシステム運営において

も、注意深い検討が必要となろう。 

 

Ｅ．結論 

 イギリスでは、介護者の状況を客観的・統

計的データとして把握することが、自治体に

よる地域ケアのアウトカムのモニタリングの

枠組みの中に、埋め込まれていた 

 本研究は、その参考情報として、地域ケア

のアウトカムに関するモニタリングの枠組み。

ケアの利用者、介護者の両者にとっての包括

評価尺度（社会手ケア関連 QOL）の尺度と

しての ASCOT の妥当性、利用者調査の項目

一覧を整理した。 

 本研究を通じ、日本において、介護者にと

ってのアウトカムを含めたエビデンスベース

のケアシステム運営、すなわち、地域包括ケ

アシステムの中に介護者支援を位置付けてい

く上の、有用な参考資料を提供することがで

きた。 
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Ｆ．研究発表 

１．論文発表 

なし 

 

２．学会発表 

なし 

 

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予定を

含む） 

１．特許取得 

なし 

 

２．実用新案登録 

なし 

 

３．その他 

なし 
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厚生労働科学研究費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）） 

分担研究報告書 

 

アメリカにおける家族介護者支援プログラム：SCORE, REACH  

 

研究分担者  森山葉子  国立保健医療科学院 主任研究官 

      

研究要旨 

アメリカでは、高齢者へのサービス提供や、家族介護者支援に関わるサービスについて、法

律で明記されており、これらの元、研究者らにより家族介護者支援プログラムが開発・実施

されている。これらプログラムの特徴は、プログラムに導入された介護者への教育やソーシ

ャルワーカーの支援を受けると同時に、根拠に基づいた評価尺度により、介護者の負担感や

うつ症状、困難への対処等が評価され、プログラムが見直されていくことである。本報告で

は、アメリカで行われた２つの介護者支援プログラム（Supporting Caregivers of Rural 

Veterans Electronically: SCORE、Resources for Enhancing Alzheimer’s Caregivers 

Health: REACH）について紹介する。これらプログラムの実施により、介護者の負担感やうつ

症状、不安感等が軽減されていた。 

 

Ａ．研究目的 

アメリカは元来、個人主義や自己責任が

強調され、社会保障においても、医療や介

護に関わる公的な皆保険制度はない（一部、

貧困者や高齢者のための制度はある）。し

かし、1965 年に「Older Americans Act

（アメリカ高齢者法）」が制定され、高齢

者向けのサービスが規定されたり、2000

年にはこの中に「National Family 

Caregiver Support Program（家族介護者

支援プログラム）」が創設され、介護者に

対して介護情報提供やカウンセリング、ま

た家族介護の補助サービス等を州が提供す

ることが規定されている。さらに、支援プ

ログラムを提供するだけでなく、介護者の

ニーズを満たしているかプログラムの評価

を行い、サービスの見直しをしていくこと

も盛り込まれている。こうした国の動きを

受けて、研究者らによる家族介護者支援プ

ログラム開発が行われるようになった。こ

れらプログラムの特徴は、プログラムに導

入された介護者への教育やソーシャルワー

カーの支援を受けると同時に、根拠に基づ

いた評価尺度により、介護者の負担感やう

つ症状、困難への対処等が評価され、プロ

グラムが見直されていくことである。本報

告では、アメリカで行われた２つの介護者

支援プログラム（Supporting Caregivers 

of Rural Veterans Electronically: 

SCORE、Resources for Enhancing 

Alzheimer’s Caregivers Health: REACH）

について紹介する。 

 

Ｂ．研究方法 

SCORE: 別の研究事業でユタ大学に滞在中

に情報収集を開始し、2016 年 9月および、

2017 年 2月に、ユタ大学における研究者お

よび退役軍人局（VA）のソーシャルワーカ

ーや研究者らにヒアリングを実施した。 

REACH：2016 年 11 月よりメールにてテネ

シー大学の研究者より情報収集を開始し、

2017 年 2月にテネシー大学を訪問し、研究

者らにヒアリングを実施した。 
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（倫理面への配慮） 

個人を特定できる情報は収集しておらず、

報告書にも掲載しないため倫理面の問題な

し。 

 

Ｃ．研究結果 

①SCORE 

Scoreプロジェクトは、認知症を患った退

役軍人の介護者を対象として、2010年から

2012年の間に電子媒体を用いて行われた教育

支援のRCT介入研究であり、ソルトレイクシ

ティ（ユタ州）を主として、ロマ・リンダ

（カリフォルニア州）、サウスジョージア島

（フロリダ州）において行われた。ソルトレ

イクシティでは、ユタ大学の多様な学部の研

究者と退役軍人局（VA）のMedical Centerの

研究者や臨床家がチームを組み取り組んだ。

229人の介護者に日ごろからインターネット

を利用しているかを聞き、利用している群を

Home Internet User (HIU)155人,利用してい

ない群をHome Internet Non-User (HIN)74人

に分け、さらにそれぞれを無作為に介入群と

コントロール群に分けた。 

介入群には、4～6か月の間、パソコンやテ

レヘルスを通して、認知症患者への関わり方、

介護負担やストレスの軽減方法等を教育し、

一方で、介護負担（Zarit）、うつ症状

（ DSM-4 criteria ）、苦悩 (The Marwit-

Meuser Caregiver Grief Inventory-short 

From ： MARWIT) 、 家 族 内 対 立 ・ 困 難 (2 

questions by Scharlach)、施設入所希望

(DIS)等を評価した。コントロール群にも、

同様の情報をテキストブックおよびDVDで配

布しており、またCare managerにいつでも連

絡をしてよいこととなっていた。 

その結果、HIU群においては、要介護者の

ニーズにこたえることの介護者の困難の度合

いが介入群において有意に改善し、HIN群に

おいてはMARWITの合計点とMarwitの下位尺度

である心配と孤立感が介入群で有意に改善し

た。さらに、自由記載のアンケートにおいて、

Care managerにいつでも連絡できる安心感や、

Care managerの適切な示唆が多大な支援とな

ったという回答が多数見受けられた。結果と

しては、有意な改善の見られた尺度は少なか

ったが、本研究はコントロール群にも一定の

教育資料を提供したり、Care managerとの連

絡を可能としていたことから、コントロール

群も研究期間中に種々の困難が改善した可能

性があり、本介入自体は、介護者に大きな支

援となったと思われる。本プログラムは、期

間中に定期的に負担感やストレスを評価する

ことで、その都度必要な支援をすることがで

きたり、プログラムの修正を行ったり、PTCA

サイクルに則ったプログラム実施を行うこと

ができる有意義なプログラムであると思われ

る。（参考文献1,2） 

②REACH 

REACHプロジェクトも認知症高齢者の介護

者を対象としており、テネシー大学とVAの共

同チームにより開発、実施された。REACHは、

Ⅰ、Ⅱ、VA、Phase1,Phase2と5段階あり、Ⅰ

で作成されたプログラムを他の対象にあては

め、また長期的に支援を実行するプログラム

にするべく検証が行われている。大元のプロ

グラムは、認知症高齢者の介護者に認知症患

者への関わり方、介護負担やストレスの軽減

方法等を教育するもので、ⅡはRCTの方法で

2001～2004年に5つのサイト (Birmingham, 

Memphis, Miami, Palo Alto, Philadelphia)

で実施された。6か月間の間、テキストブッ

クを通しての宿題と電話による個人セッショ

ン、グループセッションで教育や評価を行っ

たところ、負担感、うつ、健康感、ソーシャ

ルサポート、要介護者の行動管理、介護しな

い時間を1日あたり1時間増やすことにおいて、

有意に改善していた。（参考文献3,4） 

 

Ｄ．考察 

両介護者支援プログラムとも、医学、社

会学、心理学、老年学等、多様な専門家に

より開発、実施されており、実施後は種々
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の評価尺度により科学的に評価され、その

結果に基づきプログラム内容も修正されて

いた。いずれも、プログラムの教育や支援

を受けることで、負担感やうつ症状、不安

感が軽減されており、家族介護者が在宅介

護を継続する上で非常に大きな支援となっ

ていることが伺われた。 

日本においても、家族会や市町村、介護

サービス提供事業所、医療機関等により家

族介護支援プログラムが提供されているも

のの、プログラムの内容やその効果が科学

的に評価されているものは少なかった。今

後わが国においても、根拠に基づいた支援

プログラムを開発し、科学的に評価した上

で介護者のニーズに即した支援をしていく

ことが求められる。 

 

Ｅ．結論 

 アメリカでは、高齢者へのサービス提

供や、家族介護者支援に関わるサービスに

ついて、法律で明記されていた。これらの

もと、研究者らにより家族介護者支援プロ

グラムが開発され、本報告で紹介した SCORE

や REACH といったプログラムの実施により、

介護者の負担感やうつ症状、不安感等が軽

減されていた。わが国においても、根拠に

基づいた支援プログラムを開発し、科学的

に評価した上で介護者のニーズに即した支

援をしていくことが求められると考える。 

 

【参考文献】 

１． Hicken BL, Daniel C, Luptak M, 

Grant M, Kilian S, Rupper RW. 

Supporting caregivers of rural 

veterans electronically (SCORE). 

Journal of Rural Health 2016. DOI: 

10.1111/jrh.12195. 

２． Zheng R, Hicken BL, Hill RD, 

luptak M, Daniel CM, Grant M, 

Rupper R. Digital technology and 

caregiver training for older 

persons: Cognitive and affective 

perspectives. Educational 

Gerontology 2016. DOI: 

10.1080/03601277.2016.1161989 

３． Nichols LO, Adams JM, Burns R, 

Graney MJ, Zuber J. Translation 

of a dementia caregiver support 

program in a health care system -

REACH VA. Archives of Internal 

Medicine 2011; 171: 353-359. 

４． Nichols LO, Adams JM, Burns R, 

Zuber J, Graney MJ. REACH VA: 

Moving from translation to system 

implementation. The Gerontologist 

2016; 56: 135-144. 

 

Ｆ．研究発表 

１．論文発表 

なし 

 

２．学会発表 

なし 

 

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予定を

含む） 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 

なし 
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厚生労働科学研究費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）） 

分担研究報告書 

 

つくば市におけるサービス提供者・アカデミア・行政一体で実施した 

緊急ショートステイ空床お知らせ実証実験  

 

研究分担者  森山葉子  国立保健医療科学院 主任研究官 

   研究代表者  田宮菜奈子 筑波大学医学医療系ヘルスサービスリサーチ分野 教授 

   

研究要旨 

自治体において3年に一度実施される高齢者のニーズ調査において、緊急ショートステイサー

ビスの非常に高いニーズを受けて、つくば市で緊急ショートステイサービスの利用を促進す

べく実施した「緊急ショートステイ空床お知らせカレンダー」の実証実験について、サービ

ス提供者、アカデミア、行政が一体となって実施した先駆的事例として報告する。 

 

Ａ．研究目的 

各自治体で 3年に一度実施される介護福

祉計画策定のためのニーズ調査において、

つくば市では、毎回、緊急ショートステイ

サービスのニーズが非常に高い結果であっ

た。しかし、その利用がなかなか促進され

てこなかったことから、市の高齢者福祉計

画策定委員会内に、「緊急ショートステイ

利用促進専門部会」を立ち上げ、サービス

提供者、アカデミア、一般市民が参加し、

市の同席の元、緊急ショートステイサービ

スの利用促進に向けた議論を行った。その

中で、つくば市の緊急ショートステイサー

ビスについてさらなる調査を行ったところ、

要介護高齢者数とベッド数との兼ね合い等

からベッド数が不足しているのではなく、

どの施設において空床があるかがわかりに

くいことが利用促進を妨げているのではな

いかとの仮説に至り、空床お知らせカレン

ダーを作成しその実証実験を実施した。当

実証実験を、サービス提供者、アカデミア、

行政が一体となって立ち上げた先駆的事例

として報告する。 

 

Ｂ．研究方法 

市の高齢者福祉計画策定委員会内に、平

成 27年 4月に緊急ショートステイ利用促進

専門部会が 1年間の期間で立ち上げられ、

筆者らも参加し、緊急ショートステイサー

ビス利用促進に向けた議論を重ねた。その

うち、平成 27年 12 月～翌年 2月までに行

われた空床お知らせカレンダー実証実験の

実施経緯とその結果を報告する。 

 

（倫理面への配慮） 

個人を特定できる情報は、報告書に掲載し

ないため倫理面の問題なし。 

 

Ｃ．研究結果 

つくば市において、3年に一度実施され

る介護福祉計画策定のためのニーズ調査に

おいて、毎回緊急ショートステイサービス

のニーズが非常に高い結果であったが、同

サービスの利用促進がなかなか図られてこ

なかった。そこで、市の高齢者福祉計画策

定委員会内に、緊急ショートステイ利用促

進専門部会を立ち上げ、サービス提供者、

アカデミア、一般市民が参加し、市の同席

の元、サービス利用促進に向けた議論がな

された。つくば市の緊急ショートステイサ
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ービスについてさらなる調査を行ったとこ

ろ、要介護高齢者数とベッド数との兼ね合

い等からベッド数が不足しているのではな

く、どの施設において空床があるかがわか

りにくいことが利用促進を妨げているので

はないかとの仮説に至り、空床お知らせカ

レンダーを作成しその実証実験を実施する

こととなった。 

実証実験は、平成 27 年 12 月 18 日～平

成 28年 2月 15 日の期間に実施され、ID

とパスワードが設置された Web 上のカレン

ダーに、協力の同意が得られた施設により

空床が入力され、ケアマネジャーが閲覧す

る方法をとった。 

実証実験終了後、緊急ショートステイ該

当事業所およびケアマネジャーにアンケー

ト調査を実施したところ、本空床お知らせ

カレンダーが直接活用されてサービス利用

にいたった事例が 2件あったことがわかっ

た。本カレンダーについては、入力画面が

見づらいといった物理的課題や、直近の情

報であるかどうかが疑問視されるといった

懸念点も報告されたが、一目で空床施設が

わかり活用できるといった好意的な意見が

多かった。 

 

Ｄ．考察 

本実証実験は、サービス利用の促進につ

なげることが目的であったが、さらにサー

ビス提供者、アカデミア、行政が一体とな

って、また一般市民の意見も取り入れられ

て実施したことに大きな意義があると思わ

れる。このような種々のステークホルダー

の協力による取り組みを促進していくこと

は、今後、介護者支援策を有効に実施して

いく上でも必要となってくるであろう。 

実証実験後のアンケート調査では、カレ

ンダーの閲覧をするケアマネジャーの側も、

入力をする事業所側も、一目で空き状況が

わかり有用である、空床利用につながる等、

好意的な感想が多かった。一方で、事業所

の入力の手間と、入力情報が直近であるか

どうかのバランスをどうとっていくかは難

しいところである。さらに、緊急受け入れ

のため、事業所側にとって利用歴のない初

めての利用者を受け入れることになるケー

スもあり、その際、どのような情報が必要

か、またそれを記載するフォーマットを整

理し、場合によっては市内で統一すること

も検討することが提案された。 

今後は、こうした課題を考慮しながら、

実証実験から次の段階へどのように進める

かを検討する必要がある。 

 

Ｅ．結論 

 本報告では、在宅介護の継続に一番望

まれる緊急ショートステイの利用促進に向

けた検討を、サービス提供者、アカデミア、

行政が一体となって行った先駆的事例を報

告した。つくば市においては、同サービス

の促進には空床カレンダーが有用と判断さ

れ、実証実験を行ったが、各地域のニーズ

に応じた対応が必要だと考えられる。 

 

Ｆ．研究発表 

１．論文発表 

なし 

 

２．学会発表 

なし 

 

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予定を

含む） 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 

なし 
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厚生労働科学研究費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）） 

分担研究報告書 

 

「家族介護者支援センターてとりんハウス」における本当に必要な支援のアセスメントと 

必要な機関へつなぐ支援  

 

研究分担者 森山葉子  国立保健医療科学院 主任研究官 

   

研究要旨 

日本初の常設ケアラ―＆認知症カフェを運営する「家族介護者支援センターてとりんハウ

ス」で行われている、スタッフやボランティアが傾聴の姿勢で一人ひとりに寄り添うことに

より、何気ない会話の中からも問題点を抽出し、アセスメントすることで、その人の本当に

求める支援は何かを見極め、必要な機関へつなぐ支援を、先駆的取り組みとして取り上げ

た。 

 

Ａ．研究目的 

NPO 法人てとりん（愛知県春日井市）の

家族介護者支援の取り組みを、以下 2つの

視点から先駆的事例として取り上げる。同

法人は、市民の活動から発足し、その後、

①日本で初めて家族介護支援に特化したケ

アラ―カフェを常設拠点として開設した。

②看護師の資格を保有する代表理事が中心

となり、カフェに訪れる介護者の必要な情

報をアセスメントし、必要な機関へつなぐ

という形で家族介護者支援を行っている。 

 

Ｂ．研究方法 

平成 28 年 4 月 18 日に NPO 法人てとりん

代表理事の岩月氏と面会し、法人の活動に

ついてヒアリングを行った。また、平成

29 年 3 月 24 日 NPO 法人てとりんが開設し

ている家族介護者支援センターてとりんハ

ウスを訪問し、実際の活動を見学し、同代

表理事より同法人の活動をさらなる詳細を

ヒアリングした。 

 

（倫理面への配慮） 

個人を特定できる情報は聞いておらず、報

告書に掲載も行わないため倫理面の問題な

し。 

 

Ｃ．研究結果 

【法人開設経緯】 

NPO 法人てとりんは、2010 年に家族介護

者及び介護経験者 4名で発足した。「家族

介護という、人生の一幕の中でも、日常生

活や仕事に大きく影響を及ぼし、精神的に

も大きく揺れ動き、社会から孤立しがちに

なるステージにおいて、人々のつながりを

作り、適切な助言、支援を通し、地域社会

で人々が支えあえる街づくりを実現するこ

と」を目的としている。2014 年には「家

族介護者支援センターてとりんハウス」を

開設し、日本で初めてケアラー＆認知症カ

フェの常設拠点を立ち上げた。月に数回等

定期的に開設するケアラーカフェは増えつ

つあるが（全国に約 20か所）、介護者は

要介護者の状況もあり、予定を組みにくい

特徴があることから、行くことのできる日、

行きたい日に開店していることが重要であ

る。 

【活動内容】 

同法人は、ケアラ―＆認知症カフェ、家

族介護者のつどい、介護相談、専門相談
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（医師、薬剤師等が定期的に訪問）、情報

コーナー、介護・医療・健康講座、リフレ

ッシュ企画、認知症カフェ＆歌声カフェ、

電話相談、支援員養成講座等、多岐にわた

る活動を行っている。 

同法人の主たる活動である、「家族介護

者支援センターてとりんハウス」には、介

護者だけでなく、要介護者、地域住民、ボ

ランティア等多様な方がランチを楽しむ姿

があった。人に寄り添う場作りを目指した

同カフェは相席を基本としており、スタッ

フの計らいで介護者同士が相席し悩みを共

有したり、スタッフやボランティアとの何

気ない話から介護相談につなげたり、要介

護者の食事介助をボランティアに託し介護

者がほっとする時間を持ったりと、介護者

に対する種々の支援がなされている。同カ

フェには約 40人/日の来所があり、約 50

件/月の介護相談がある。専従スタッフは

二人のみで、アルバイト 3人、ボランティ

アが 1日 3 人で法人とカフェを担っている。 

てとりんハウスの大きな特徴は以下の３

つである。①常設拠点、②傾聴の姿勢によ

る信頼関係の構築、③介護者に関わる人達

の暮らしをまるごと評価し、必要な機関へ

つなぐ支援。①当初常設拠点はなく、月に

数回の家族介護者のつどいから開始したが、

現在の常設拠点開設以降は、顔見知りの人

々が集うことになり、安心感があることや、

会話を見つめなおす時間があり、当初の集

いよりかなり深みのある話ができるとのこ

とであった。②スタッフやボランティアは

常に傾聴の姿勢を示すことで、相談のつも

りはなくランチを食べに来た人も、実は、

と話をはじめ、信頼関係が築かれ、新たな

支援につながることもある。③スタッフは

いろいろな世間話の中からも介護者の話を

整理、問題点を抽出し、介護者およびその

周辺の人達の介護だけではなく暮らしをま

るごと把握・アセスメントし、必要な情報

を示し、必要な機関へつなぐ支援が行われ

ている。 

【介護者のアセスメント】 

上記、同カフェの特徴③に関連するが、

その人に必要な支援は何かを介護のみなら

ず、生活、就労、貧困、障害等も含め整理

し、必要な情報を提供し、必要な機関へつ

なぐために、介護者や家族の状態をアセス

メントする必要がある。そのため、法人独

自にアセスメントシートを開発し、これに

則った家族の情報を収集し、職員間で共有

したり、これまでの相談者の傾向に照らし

て、新たな相談者の問題解決に役立ててい

る。 

【経営面】 

収入は、てとりんハウスでの食事代、春

日井市からの 5万円/月の助成金、会員に

よる会費、寄付金、申請による各種助成金

等であるが、家賃や常勤の人件費を確保す

るのも難しい状況であり、スタッフやボラ

ンティアの情熱により成り立っている状態

である。2017 年より、デイサービスてと

りん村を開設したが、こちらも要介護者を

第一に考えた活動をすると、黒字化が難し

い状況である。 

 

Ｄ．考察 

家族介護者支援センターてとりんハウス

は、家族介護者にとって必要不可欠な場で

あり支援であった。こうした支援を提供で

きる場を組織的に作り、日本全国に配置す

る必要性、さらにこうした活動が提供者の

熱意に依存するだけでなく、事業として成

り立たせるための支援の必要性を多いに感

じた。 

介護保険制度は原則、要介護者への介護

に関わるサービスであるが、必要とされる

支援はそれにとどまらない。介護者への支

援、あるいは要介護者も介護者もその家族

も含めた支援、さらには介護のみならずこ

れら家族の生活、就労、貧困、障害等、生

活を総合的にアセスメントし、その人たち
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の気持ちに寄り添った上で本当に必要な支

援は何かを見極めて、インフォーマルな市

民の力等も含め必要な機関へつなぐという

支援が求められており、多種多様な職種や

業種が集まると、支援の不足分がうまって

いくとのことであった。こうした総合的な

コーディネートを行える人材が必要で、

2015 年の介護保険制度改正において、

「生活支援コーディネーター（地域支え合

い推進員）」の配置を 2018 年 4 月までに

市町村に義務付けているが、業務内容がよ

くわからない、業務負担が大きいといった

ことから配置が進まないところもあるよう

である。当該法人の代表理事はまさにこの

役目を担っており、実際に実施しているコ

ーディネート方法をモデルとして示すこと

は配置促進に寄与し得ると考える。当該コ

ーディネーターは、介護される高齢者のみ

ならず、介護者や、家族の生活支援の視点

も含めた活動を担うことを求めたい。医療

・介護連携だけではなく、そこに家族も含

めた生活も連携させることは、地域包括ケ

アの必須事項であると考える。 

カフェは常設であることに大きな意味が

あることがよくわかった。介護者に対する

制度や法律は十分ではなく、介護者が評価

されることが難しい中、常設拠点を構える

ことで、介護者にも支援が必要だというこ

とを発信していきたいとのことであった。

また、ボランティアの方々が調理等仕事を

担うだけでなく、カフェでランチをとりな

がら一顧客として介護者の話を聞くことで

相談につながることがあるということが印

象的であった。これは常設拠点ならではの

エピソードであるが、そのためには賃料、

人件費、その他種々の経費が必要である。

「元気になってくれる人の笑顔が何よりも

うれしい」と代表理事は語っていたが、こ

うした熱意・善意のみに頼っていては事業

の継続は難しい。当該法人のように、市民

活動や自ら NPO 法人を立ち上げて、介護者

から真に求められている支援を実施してい

る団体もあり、こうした取り組みが継続さ

れるような経営面でのサポートを行うシス

テム作りが必要だと思われた。当該法人は、

アセスメントシートによる介護者や家族の

評価を行い、どのような介入により、その

後どう変化したかを記録しており、適切な

分析を行うことで介護者支援のエビデンス

を提供することも可能である。こうした介

護者にとって必要不可欠となっている取り

組みを、例えばモデル事業として取り上げ

ることは、全国に好事例として広め、生活

支援コーディネーターのモデルともなり、

エビデンスの構築にもつながり、事業継続

サポートの一つとして考えられるのではな

いかと感じられた。 

 

Ｅ．結論 

 介護者、要介護者、その家族が必要とし

ている支援は、介護に関わるものだけでな

く、生活、就労、貧困、障害等、生活に関

わる様々な支援であり、制度で支援されな

い隙間の部分をどう埋めるのかが求められ

ている。それには、これらを総合的にアセ

スメントし、必要な情報を提供、必要な機

関へつなぐ支援が必要であり、こうした総

合的な調整役が必要である。 

 当該法人のような家族介護者にとって必

要不可欠な場や支援者が、常設として全国

的に配置されること、またそのための経営

的サポートが必要であると考えられた。 

 

Ｆ．研究発表 

１．論文発表 

なし 

 

２．学会発表 

なし 

 

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 
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Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予定を

含む） 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 

なし 
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厚生労働科学研究費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）） 

分担研究報告書 

 

NPO 法人介護者サポートネットワークセンター・アラジンにおける「ケアとも」 

 

研究分担者 植嶋大晃 筑波大学ヘルスサービスリサーチ分野 研究員 

研究協力者 牧野史子 NPO 法人介護者サポートネットワークセンター・アラジン 理事長 

 

研究要旨 

目的 

 本研究の目的は、介護者支援に先駆的に取り組んでいる、NPO法人介護者サポートネットワ

ークセンター・アラジン（以下、「アラジン」）での「ケアとも」事業について、現状およ

びその課題を示し、本邦における介護者支援のあり方について検討することである。 

方法 

 「アラジン」を訪問して「ケアとも」事業の担当者にインタビューを実施し、事業の現状

および今後の展望について聞き取りを行った。「ケアとも」の利用者本人にはインタビュー

を実施していないため、配慮すべき倫理面の問題はない。 

結果 

 「ケアとも」の実施状況は、杉並区では1名にサービス提供の実績があり、港区では1名の

候補者に今後訪問を予定している、とのことであった。利用者とボランティアのマッチング

は、既に面識があって人間関係が構築されていることや、プロフィールに共通項が多いこと

などを基準として行われていた。訪問の頻度は月に１回程度、1回あたりの訪問時間は1～2時

間であった。また、「認とも」「ケアとも」として訪問するボランティアは、「アラジン」

が開催するボランティア講習を受けており、急変時の対応についてもマニュアルが作成され

ていた。ケアラーアセスメントシートについては現在開発中で、様々な介護者支援団体が加

盟する「介護者支援団体連絡会」において検討中とのことであった。 

考察 

 「ケアとも」のメリットとしては、介護者が社会と関わりをもつ機会が生まれること、介

護者に対する集中的な個別ケアができ、家庭の状況を理解しやすいこと、現状の介護保険サ

ービスとの差別化になりうることが考えられた。一方、現状では介護者が「ケアとも」の利

用を躊躇うことが多く、介護者への支援に対し、介護者自身が抵抗を持っていることが伺え

た。この課題を解決するには、「ケアとも」のような介護者の自宅に訪問するサービスを制

度として確立させることが必要であると考えられた。そのためには、法律や制度において介

護者を支援の対象として定義することが求められる。 

結論 

本研究では、「アラジン」における「ケアとも」事業の現状およびその課題を示した。今

後「ケアとも」等の介護者支援を普及させるためには、介護者を支援の対象として定義し、

介護者支援を制度として確立させることが求められる。 
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Ａ．研究目的 

介護者の実態把握のためのわが国初の全

国調査（NPO 法人介護者サポートネット

ワークセンター・アラジン 2011）より家

族介護者が求める支援をまとめると、１．

緊急時対応、２．経済的支援策、３．介護

者への理解、４．休息・休養・リフレッシ

ュ、５．仕事との両立の 5 大支援であっ

た。本研究では、「３．介護者への理解」

に焦点を当て、介護者支援に先駆的に取り

組んでいる、NPO 法人 介護者サポートネ

ットワークセンター・アラジン（杉並区、

以下、「アラジン」）での「ケアとも」事業

について紹介する。 

 現在、認知症カフェによる支援の一環と

して、厚生労働省において「認とも」と呼

ばれるサービスが位置づけられている。

「認とも」とは、「認知症カフェなどを通

じて顔なじみになったボランティアで一定

の資質を有する者が、認知症地域支援推進

員の企画・調整の下、認知症の人の居宅を

訪問して、一緒に過ごす取り組み」（厚生

労働省資料より）である。「アラジン」で

は、「認とも」と共に認知症患者の自宅に

訪問し、「認とも」が認知症患者と過ごす

間、介護者の相談を受けるなどの支援を行

うサービス（「ケアとも」）を提供をしてい

る。「認とも」は認知症患者本人を対象と

した支援であるが、「ケアとも」は介護者

を対象として、対象者の自宅で提供される

サービスであり、このようなサービスは本

邦における介護者支援の先駆的な事例であ

る。 

 本研究の目的は、「ケアとも」の現状お

よびその課題を示し、本邦における介護者

支援のあり方について検討することである。 

 

Ｂ．研究方法 

 研究分担者が「アラジン」を訪問して

「ケアとも」事業の担当者にインタビュー

を実施し、事業の現状および今後の展望に

ついて聞き取りを行った。また、現在内容

を検討中である「ケアラーアセスメントシ

ート」についても、現状について聞き取り

を行った。 

（倫理面への配慮） 

 本研究においては「ケアとも」の利用者

本人ではなく、「アラジン」の担当者にイ

ンタビューを行ったため、配慮すべき倫理

面の問題はないと考えられる。 

 

Ｃ．研究結果 

１．取組の現状 

 「ケアとも」の実施状況は、杉並区では

1 名にサービス提供の実績があり、港区で

は 1 名が今後訪問を予定している候補者

が挙がっている、という状態であった。 

 杉並区における利用者は、約 1 ヶ月お

きに 3 回訪問したが、施設入所のため 4

回目以降は打ち切りとなった。初回は「ア

ラジン」のスタッフ（「認とも」）と、ボラ

ンティア（「ケアとも」：以下、ボランティ

ア A）の 2 名で訪問したが、2 回目の訪問

では、初回の訪問者 2 名に加え、「ケアと

も」として利用者と同じ趣味を持つボラン

ティア（以下、ボランティア B）と、以前

から地域で繋がりのあったボランティア

（以下：ボランティア C）の 2 名が同行し、

計 4 名での訪問となった。3 回目の訪問は、

アラジンのスタッフと、ボランティア B

の 2 名で行われた。 

２．「ケアとも」利用者とボランティアの

マッチング 

 杉並区の利用者の場合、初回に訪問した

「アラジン」のスタッフとボランティア A

は、「ゆうゆう館」（杉並区在住の 60 歳以

上の者を対象とした交流の場として提供さ

れている施設）で利用者と既に面識があっ

たことから、「認とも」および「ケアとも」

の担当者としてマッチングされた。また、

ボランティア B も「ゆうゆう館」の職員

で、同様に利用者と面識があった。また、
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「アラジン」は杉並区において、介護者支

援を目的とした、ケアラーズカフェ アラ

ジン（以下「ケアラーズカフェ」）を運営

している。利用者は「ケアラーズカフェ」

にも通っており、ボランティア C は利用

者 A と「ケアラーズカフェ」において面

識があった。 

 このようにアラジンでは、既に面識があ

り、人間関係が構築されているボランティ

アをマッチングする方針となっていた。港

区においても、候補者は「アラジン」が運

営する認知症カフェに通っていたことから、

カフェで面識のあるボランティアが「認と

も」として、アラジンのスタッフが「ケア

とも」として訪問する予定となっていた。 

 マッチングにおいては、話が合う、趣味

が合う、等の人間関係を重視し、アラジン

のスタッフが実施しているとのことであっ

た。また、住んでいる場所、地域性、趣味

など、利用者とボランティアのプロフィー

ルに共通項が多くなるようにマッチングを

実施していた。 

３．訪問者および訪問の回数と時間、料金 

 訪問者は基本的に「認とも」「ケアとも」

の 2 名である。「アラジン」では 1 人の担

当者に負担が集中するのを防ぐために、利

用者 1 名に対して 2 名以上の担当者を設

置している。訪問は、本人からの申し出が

無い限り複数回訪問し、基本的には同じ担

当者が継続して担当する。ただし利用者の

事情により、変更や追加を行うこともある、

とのことであった。訪問の頻度は月に１回

程度で、1 回あたりの訪問時間は 1～2 時

間であった。「認とも」、「ケアとも」とも

に料金は無料であり、今後も有料化は考え

ていないとのことであった。 

４．ボランティアへの講習 

 「認とも」「ケアとも」 として訪問する

ボランティアは、「アラジン」が開催する

ボランティア講習を受けることになってい

る。講習は、「ケアラーズカフェ」などで

の活動を含めたボランティアの養成講座と

なっており、認知症に関する社会情勢、認

知症患者への接し方、傾聴の仕方などが研

修項目に含まれている。講習では受講者の

基本情報や趣味などの情報を得て、マッチ

ングに活用しているとのことであった。 

 講習のプログラムは「アラジン」が作成

しており、ボランティア人材養成のノウハ

ウもまとめられている。講習の開催資金

（講師料、運営費、スタッフ費、企画料な

ど ）は、区の助成金で対応したり、講習

を区の受託事業として実施することもある、

とのことであった。 

５．訪問中の急変などに対する対応 

「認とも」「ケアとも」訪問中における

急変時の対応についても、講習を行い、マ

ニュアルを作成している。実際に急変した

場合、利用者の医療情報を充分に得ている

ことは少ないため、まずは介護者に状況を

確認し、介護者の意思を尊重して行動する、

とのことであった。 

６．「アラジン」における「認とも」およ

び「ケアとも」の位置づけ 

「アラジン」では以前より「ケアラーズ

カフェ」を運営し、認知症患者の介護者に

限らず、全ての介護者に対する支援に取り

組んでいる。「認とも」「ケアとも」事業は、

「ケアラーズカフェ」で行っている支援を、

「ケアラーズカフェ」に行くことが困難と

なった利用者にも行うための事業として位

置づけられていた。 

７．ケアラーアセスメントシートの現状 

 シートに関しては現在、開発中あり、様

々な介護者支援団体が加盟する「介護者支

援団体連絡会」において、各団体での事例

などから検討を進めている段階であった。

「アラジン」としては、介護者の視点を主

眼に置き、介護者の客観的かつ適切な評価

が可能となるようなシートになるべく、議

論を進めたいとのことであった。 
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Ｄ．考察 

１．「ケアとも」訪問のメリット 

 「ケアとも」として訪問するメリットの

ひとつとして、自宅にこもりがちである介

護者が社会と関わりをもつ機会が生まれる

ことが挙げられる。また、「ケアとも」が

訪問することにより、地域包括センターや

ケアマネージャーなどの支援に繋げること

もでき、埋もれている介護者のニーズを掘

り起こすことも可能となる。また、「ケア

ラーズカフェ」にない「ケアとも」のメリ

ットは、1 対 1 の状況を作りづらい「ケア

ラーズカフェ」に比べ、訪問することで完

全な個別ケアができ、家庭の状況をより理

解できることである。更に、「認とも」と

「ケアとも」が同時に訪問し、「認とも」

が認知症患者本人に対応するため、「ケア

とも」は介護者の支援に集中できることも

メリットであると考えられる。また、「ケ

アとも」が一緒に訪問することは、本人へ

の支援が原則である現状の介護保険サービ

スとの差別化にもなりうる。 

２．「ケアとも」における課題 

ボランティアとして支援することを希望

する者は比較的多いが、介護者が「ケアと

も」の利用を躊躇うケースが多いとのこと

であった。「介護者である自分の話を聞く

ためだけに家まで来てもらうのは申し訳な

い」という反応が多いとのことで、介護者

への支援を主たる目的とした訪問に対し、

介護者が抵抗感を持っていることが伺えた。

「介護者は支援される対象ではない」とい

う意識が介護者にあることが、「ケアとも」

だけでなく、介護者を対象としたサービス

全般の普及を妨げる可能性が考えられた。

「ケアとも」事業の担当者も、「私は介護

者だから支援されて当たり前である、とい

う意識を持って」との意見を述べていた。 

３．課題解決のための対策 

上記の課題を解決する策の１つとして、

「ケアとも」のような介護者の自宅に訪問

するサービスを制度として確立させること

が挙げられる。このようなサービスが制度

として位置づけられることで、介護者も抵

抗感なくサービスを利用できるようになる

可能性がある。また、既存の介護保険にお

ける居宅サービス（訪問介護、訪問看護、

訪問リハビリテーション等）と連携し、サ

ービス実施中に「ケアとも」が訪問する仕

組みを作ることも、普及の一助になると考

えられる。 

介護者へのサービスを制度として確立さ

せるには、介護者が支援の対象として明確

に定義されることが必要である。イギリス

などでは介護者が支援の対象として法律で

定義されているが、本邦では定義されてお

らず、法律や制度における介護者の定義が

求められる。また、ボランティアへの講習

会についても、維持および継続に資金面で

の困難があるとのことであったため、既存

の講習会の維持および継続に対し、更なる

支援が必要であると考えられた。 

 

Ｅ．結論 

 本研究では、NPO 法人 介護者サポート

ネットワークセンター・アラジンにおける

「ケアとも」事業の現状およびその課題を

示した。現状は、杉並区において 1 名に

訪問実績があり、港区において 1 名、訪

問を予定している候補者がいる、という状

況であった。「ケアとも」のメリットは、

個別ケアにより家庭の事情を理解し、外部

の支援に繋げられることであるが、「介護

者は支援される対象ではない」という意識

が介護者にあることが、「ケアとも」普及

を妨げている可能性が考えられた。今後

「ケアとも」等の介護者支援を普及させる

ためには、介護者を支援の対象として定義

し、介護者支援を制度として確立させるこ

とが求められる。 

 

Ｆ．研究発表 
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１．論文発表 

なし 

 

２．学会発表 

なし 

 

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予定を

含む） 

１．特許取得 

なし 

 

２．実用新案登録 

なし 

 

３．その他 

なし 
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厚生労働科学研究費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）） 

分担研究報告書 

 

介護老人保健施設「しょうわ」におけるデイケアやショートステイサービスを通した 

在宅介護支援のとりくみ  

 

研究分担者 森山葉子  国立保健医療科学院 主任研究官 

   

研究要旨 

介護老人保健施設が入所施設としての役割のみならず、発想の転換、サービス内容や提供方

法の工夫をすることで、在宅介護支援を行っている取り組みを紹介する。デイケアの利用者を

中心に、ショートステイや入所をそのバックアップ体制としてとらえ、在宅介護者が離職する

ことなく在宅での介護を継続できることを目標に、100％緊急ショートステイを受け入れる工

夫をしたり、早朝デイケア（朝食付き）や延長デイケア（夕食付き）等のサービスを提供して

いる。こうした施設の先駆的事例を紹介することで、施設における家族介護者支援の新たな考

え方を示す。 

 

Ａ．研究目的 

介護老人保健施設しょうわ（埼玉県春日部

市）では、入所施設としての役割のみならず、

発想の転換、サービス内容や提供方法の工夫

をすることで、在宅介護支援に力を入れてい

る。デイケアの利用者を中心に、ショートス

テイや入所をそのバックアップ体制としてと

らえ、在宅介護者が離職することなく在宅で

の介護を継続できることを目標に、100％緊

急ショートステイを受け入れる工夫をしたり、

早朝デイケア（朝食付き）や延長デイケア

（夕食付き）等のサービスを提供している。

こうした施設の先駆的事例を紹介することで、

施設における家族介護者支援の新たな考え方

を示す。 

 

Ｂ．研究方法 

介護老人保健施設しょうわを訪問し、施設

長佐藤龍司氏に当施設の在宅介護支援に関わ

る取り組みについてインタビューを行った。 

 
（倫理面への配慮） 

個人を特定できる情報は入手しておらず、

報告書に掲載も行わないため倫理面の問題

なし。 

 

Ｃ．研究結果 

当施設は、「家で死ぬ」の理念のもと、

老健施設の特徴でもある在宅介護支援に力

を入れている。どのように死ぬかというこ

とは、いかにその人らしく生きるかという

ことと同義であるとして、ただ延命するだ

けの医療、処置をするのではなく、その人

のその状況に必要な医療、支援を行うこと、

それはどういうものであるかを、サービス

利用者やその家族と常日頃話し合っており、

医療者と利用者や家族との間で確固たる信

頼関係が築かれている。施設長による利用

者の診察中も、利用者本人の話だけでなく、

家族の話を主に聞いたり、施設スタッフと

の関わりの中で、家族介護者が理解をされ

ているという実感をもってもらうことを重

視している。 

当施設は、老健施設ではあるが、入所そ

のものはデイケアやショートステイを支え

るためのものとして、デイケアを中心にそ

の他サービスを組み立てている。デイケア
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の利用者達の必要に応じてショートステイ

サービスを提供し、必要に迫られれば一時

入所をするが、入院等を経たとしても、ま

た自宅に戻れるよう体調を整え、在宅復帰

すればまたデイケアやショートステイの利

用で在宅介護を再開する。この好循環をま

わすことが、在宅介護者支援を第一に考え

た老健の役割であるとしている。 

就業しながら介護をする人が増え、これ

ら家族介護者たちが離職せずに介護を継続

するためにはどのようなサービスが必要か、

そのサービスをどのように工夫すべきかを

常に考え、利用者や家族にあったサービス

を提供している。例えば、平日はデイケア

のみで土日にショートステイを希望する家

族もいれば、その逆の方が都合のよい家族

もおり、こうした希望に沿ってサービス利

用を提供している。 

また、平日にデイケアを利用する場合、

一般的なデイケアの開始・終了時間では、

働く家族の出勤や帰宅に間に合わないこと

が多い。そこで、当施設では、朝食付きの

早朝デイケアや、夕食付きの延長デイケア

を実施することで、こうした家族介護者の

ニーズにこたえている。 

デイケア等で高齢者が体調不良になった

場合も、帰宅を促すのではなく、医療者の

管理のもとショートステイで様子を見るこ

とを提案する。こうした考えから、緊急シ

ョートステイとなることもあるが、100％受

け入れる工夫を行っている。ショートステ

イと入所を合わせて124のベッドがあり、こ

のうち半数以上はショートステイサービス

の利用であり、他老健施設よりその割合が

高い。それでも空きがない場合は、調子の

よい高齢者に帰宅してもらうこともあると

いう。日ごろから信頼関係ができているの

で、みなお互い様と納得して了承するとの

ことであった。 

こうした、実際のサービス内容や、利用

者や家族との関わりの中で、在宅介護に必

須である家族介護者の土台を支えることで、

介護していこうと思える環境作りに寄与し

ている。 

 

Ｄ．考察 

老健はその分類上も施設であることから、

入所をする場としてとらえがちであるが、

家族介護者の支援をするためにはという発

想の転換や、サービス内容や提供方法の工

夫により、大人数の在宅介護支援をするこ

とができることが示された。デイケア利用

者を中心とし、これら利用者やその家族を

支援するために、ショートステイや入所の

バックアップ体制を整備するという発想の

転換により、家族介護支援が可能となって

いた。 

そこには何よりもまず、施設長をはじめ

とした施設スタッフと利用者や家族の間に

確固とした信頼関係が築かれていること、

そのうえで個々の利用者や家族のニーズを

くみ取り、一方で施設側の状況も理解して

もらい、双方にとってベストとなるよう、

臨機応変に支援を行い、協力してもらって

いた。 

施設に高齢者を入所させている家族も、

心のどこかではできることなら自分で介護

をしたいが、仕事や育児やその他さまざま

な理由によりやむを得ず入所を選択してい

る人も少なからずいるだろう。そういう人

たちにとって、当施設のような、何かあれ

ば緊急でもショートステイができる、必要

に迫られれば入所もできるといったバック

アップ体制を持つ施設があれば、施設入所

という形ではなく在宅介護を選択肢とし得

る可能性もある。今後、こうした形の施設

を増やしていくことも介護者支援の政策と

して考えうるのではないだろうか。 

 

Ｅ．結論 

 老健といった「施設」の形態であっても、

家族介護支援をするという目標から、発想
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の転換や、サービス内容およびその提供方

法の工夫により、家族介護を支援すること

ができることが示された。今後ますます在

宅介護が推進される中で、家族介護者にと

っては、何かあれば助けてもらえるという

安心感が最も必要なことであろう。施設と

利用者や家族の間に確固たる信頼関係を築

いた上で、必要な支援を提供し、あるいは

必要な協力を仰ぐという形で、適切なバッ

クアップ体制を提供できる当施設の取り組

みは、今後の家族介護者支援の一つとして

大きな役割を果たすと考えられる。 

 

Ｆ．研究発表 

１．論文発表 

なし 

 

２．学会発表 

なし 

 

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予定を

含む） 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 

なし 
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厚生労働科学研究費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）） 

分担研究報告書 

 

介護離職およびダブルケアに対する支援の現状―新聞のレビューから― 

 

研究分担者 伊藤智子 筑波大学医学医療系 助教 

 

研究要旨 

 本研究では、「介護離職」と「ダブルケア」に関する新聞記事のレビューを行い、その実

態および支援の実際を探索した。その結果、介護離職においては、育児に関する休職・離職

と同様に各企業から支援策が講じられているが、その普及や徹底は未だ途上にあると言え、

これからより社会全体で支援していく理解や姿勢が国民一人一人に求められると考えられ

た。ダブルケアについては、女性の婚姻・出産・育児が年齢に対して遅くなることで、親の

介護と育児とが重なるダブルバーデンを生じている実態が推察された。相対的に数の多い現

象ではないが、社会構造変化に伴った社会問題であり、注視していく必要があると考えられ

た。 

 

Ａ．研究目的 

 本研究では、新聞記事のレビューを通し

て、①介護離職に対する支援の実態、②ダ

ブルケアの実態および支援、を明らかにす

ることを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

①および②のテーマに沿って、下記のよ

うに新聞データベースの検索を行い、該当

する記事をレビューした。 

①介護離職に対する支援の実態 

 ①－１＜朝日新聞記事データベース聞

蔵Ⅱビジュアル＞ 検索ワード：「介

護離職 AND 支援」、検索条件：全

期間、全媒体、シンプル検索、異体字

を含めて検索、同義語を含めて検索、

時期：2000 年 1 月 1 日以降 

 ①－２＜日経テレコン＞検索ワード：

「介護離職 AND 支援」、検索条件

：全期間、全媒体、完全一致、検索範

囲すべて、同義語展開あり、シソーラ

ス展開なし、対象時期：2015 年以降 

②ダブルケアの実態と支援 

 ②－１＜朝日新聞記事データベース聞

蔵Ⅱ＞検索ワード：「介護 育児 ダ

ブルケア」、検索条件：全期間、全媒

体、シンプル検索、異体字を含めて検

索、同義語を含めて検索 

 ②―２＜日経テレコン＞検索ワード：

「介護 育児 ダブルケア」、検索条

件：全期間、全媒体、完全一致、検索

範囲すべて、同義語展開あり、シソー

ラス展開なし 

 

（倫理面への配慮）本研究で用いるソース

はすでに一般に公開されているものである。

ただし、個人が特定されないように表現に

は留意した。 

 

Ｃ．研究結果 

 新聞記事検索の結果、①－１：106 件、

①－２：61 件、②－１：32 件、②―２：8

件が該当した。 

①介護離職に対する支援の実態 

主要新聞 2紙に掲載された内容をまとめ

ると、大きくは企業内で自社の社員向けに
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講じられる介護離職防止策を、対法人でそ

の防止策を商品として売り出す 2つの動き

がみられた。また少ない事例であったが、

地方自治体による施策もみられた（表）。 

 企業内で自社の社員向けに講じられる介

護離職防止策として最も主要であったのは、

介護休業日数上限の延長（長い場合は 3 年）

や介護休暇の積み上げ制度であった。また

介護離職者への再雇用制度もみられた。 

目新しい施策としては、企業が介護事業

者等と提携し、介護サービスの利用負担を

企業が代替するという施策がみられた。 

 対法人で介護離職防止策を商品として売

り出すという動きは主に保険会社にみられ

た。介護事業も併せて運営している企業で

はコンサルテーションのみでなく、自社が

提供する老人ホーム等のサービスの紹介も

行っている。 

 

②ダブルケアの実態と支援 

1）「ダブルケア」という言葉の創設 

・2012 年からダブルケア（育児と介護の

同時進行）の研究 

・http://double-care.com/ 

・横浜国立大学 相馬直子、ブリストル大

学（英国） 山下順子 

2）日本ユニシスによる可視化システム 

・横浜市戸塚区ごとの人口や福祉施設の位

置を地図上に表示 

・介護・育児関連施設の位置だけでなく、

施設の利用者がどこから通ってきているか

といった関連情報もわかりやすく示す 

3）アクセンチュア 

・横浜市と連携協定 

・市が持つ膨大な公共データなどを使い、

地域の課題皆生悦に役立てる（日経） 

4）「ワーカーズ・コレクティブ たすけ

あい栄」（横浜市栄区） 

・1992 年設立 

・掃除や料理といった家事、通院の付き添

いなどの援助 

・ダブルケアの当事者に対しても 1時か

900 円から 1200 円でサービス提供 

・神奈川ワーカーズ・コレクティブ連合会

（横浜市中区） 

5）「ダブルケアサポーター養成講座」 

・「ダブルケアサポート横浜」：ダブルケ

アの経験者によって出資されたクラウドフ

ァンディングで 70万円を超える資金を集

めて運営 

6）富山型デイサービス、「このゆびとー

まれ」（富山市） 

・デイサービス施設で、障害者の在宅支援

サービスや乳幼児の一時預かり機能も担う。

認知症のお年寄りが赤ちゃんをおぶってあ

やしたり、介護が必要な程度の重い高齢者

の手を子どもが洗ったり、互いに助け合う。 

・NPO 法人

http://www.geocities.jp/kono_yubi/が運

営 

7）「お喋りカフェ」 

・横浜市、月 1回開催、お茶とお菓子を楽

しみながら近況や悩みを話し合う、参加費

100 円 

・「芹が谷コミュニティ てとてと」

http://tetoteto.org/ 

8）NPO 法人シャーロックホームズ 

・1998 年設立、横浜市 

・学童保育の運営、ダブルケア講座の開催 

9）NPO 法人マミーズサミット・全国ネッ

ト 

・1996 年設立、新潟県上越市 

・地域密着の育児支援事業を運営 

 

＜結果のサマリ＞ 

 「ダブルケア」という言葉は横浜国立大

学の相馬らの 2012 年からの研究によって

明らかになった現象であり、介護と育児の

両方を行うことを指す。2016 年 4 月、内

閣府が既存統計を用いてダブルケアに関す

る人数の推定を行った。また同時にインタ

ーネットアンケート調査を行い、ダブルケ
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アをしているとされる人々における実態と

ニーズを明らかにしている。 

 今回の新聞記事検索の結果から、ダブル

ケアへの支援事業の発足過程として、①横

浜国立大学の相馬らの研究、と②もともと

育児支援を行っていた団体、の 2つの主流

があるとみられた。 

① 横浜国立大学の相馬らは研究を通

じて、横浜市やその近辺で活動する育児支

援団体等と連携し、ダブルケアの当事者や

これからそうなる可能性のある参加者に、

ダブルケアに関する講座等を開催している。 

② もともと育児支援を行っていた団

体は、従来の育児による負担・不安に、さ

らに晩産化等の背景から親の介護が加わる

ダブルケアが現象として起こっていると認

識し、ダブルケアへの支援事業等（主には

講座やピアグループの運営）へ拡充した形

をとる。 

 また、（おそらく相馬らの提言によるも

のだと思われるが）介護と育児に関する公

的な相談窓口の一本化を 2018 年度より順

次行っていくとする方針を厚生労働省がま

とめている。 

 

Ｄ．考察 

①介護離職に対する支援の実態 

4）現行の施策における問題点と提言案 

＜介護休業期間延長・再雇用支援の限界＞ 

 介護休業法の改正も背景として、事業規

模の大きい企業では休業期間の延長や再雇

用制度はほぼ一定の広がりをみせている。

ただしこの介護休業の目的は「要介護状態

となってから、介護体制を整えるための休

み」であり、決して要介護者を最期まで介

護できる制度ではない。また再雇用におい

ても、離職から一定の期間内において再雇

用を支援するというものであり、「終わり

の見えない介護」という特徴に照らせば、

介護離職への根本的な対策とはならないと

考えられる。 

 

＜テレワークや在宅勤務における問題点＞ 

 情報技術の発展に伴って在宅勤務は技術

的にはほぼ可能であるが、導入するか否か

は企業の意思決定に委ねられる段階である。

そして、導入においては、在宅勤務を許容

できる社風か、または企業体力があるかと

いう点が問題である。 

 この許容できる社風に関しては、育児休

業においてマタハラと表現されるような問

題と同様であると考えられる。介護を理由

とするとは言え、これまでの勤務形態から

変化するため、周囲の社員にも適応の努力

が求められるところであり、それを前向き

に受け入れられるかどうかが問題とみられ

る。 

 企業体力についても、在宅勤務を可能と

する環境整備のための投資や、不足してい

る業務量をカバーできるような人的資源が

整っているか、という点において、企業間

の差が生じやすいと考えられる。 

 

＜中小企業や地方での従事者の取りこぼし

＞ 

 前述の介護休業期間の延長や在宅勤務等

は、結局、大規模企業では物理的に導入し

やすく（精神的に導入しやすいかは別）、

一方で企業体力の小さい中小企業や本部の

恩恵を十分に受けられない地方での従事者

が、社会全体としては取りこぼしに合う。 

 

＜介護に対する意識＞ 

 大局的にみれば、一億人総活躍社会の提

言にみられるように、介護離職をせずに仕

事を続けることが個人においても社会にお

いても利益をもたらすと考えられるが、当

事者においては、「目の前の要介護者に介

護をしなければならない」という観念に強

くとらわれ、介護が終わったときに自分の

人生をどうするのか、という検討にまで及

ばない。 
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 また時短勤務や在宅勤務のチャンスがあ

ったとしても、周囲の社員に負担が分散す

ることを恐れて、そうしたフレキシブルな

勤務形態を受け入れられずに、「迷惑がか

かるので辞める」という選択をしてしまう。 

 

②ダブルケアの実態と支援 

ダブルケアに関しては、言葉の創設とと

もにその支援事業は徐々に拡大している。

その内容は主にダブルケアに関する講座の

開設やピアグループの交流の場の運営等で

ある。ダブルケア当事者の社会的孤立を防

ぐという点ではこうした支援は有用である

と言える。同時に、従来、育児支援を行っ

ていたコミュニティにおいてダブルケアを

含めた活動を行うことは、「現在は育児だ

が（特に乳幼児）、今後親の介護も加わる

だろう」という予備軍への事前の啓蒙にも

つながっているとみられる。 

 今回、いわゆる「縦割り」への改善とし

て、育児・介護の相談窓口の一本化が進め

られていく見通しであるが、今後の課題と

しては、相談につなげること、と相談を受

けた対象に紹介（あるいは提供）できるサ

ービスを整えていくことであると考えられ

る。上述のとおり、現在の支援は講座や相

談といった内容であり、当事者が実質的に

受けられるサービスの整備には至っていな

い。 

 また、非常に数少ない事例であるが、

「このゆびとーまれ」のようにあらゆる世

代のケアを必要とする者が融合して互いに

助け合い（共助）ともに生活していく（共

生）ケースは、「理想的な考え方だが、自

治体によって住民を巻き込む現場力やマネ

ジメント力に差がある」（淑徳大結城康博

教授、朝日新聞より抜粋）とされ、こうし

たケースが全国一律で広がることには限界

があると考えられる。 

 

Ｅ．結論 

 介護離職もダブルケアも、昨今の人口構

造および婚姻・出産のライフステージの変

化に伴って、新たに顕在化し始めた社会問

題である。 

 介護離職については、これまでの育児を

取り巻く状態と近似していると言える。出

産・育児を理由として女性が休職や離職を

求める中で、職場の理解が得られずに「マ

タハラ」といった言葉に代表されるように、

本人が望まない待遇を強いられる。介護に

おいても同様で、介護によって仕事に影響

を及ぼすことに対して、職場の十分な理解

が得られずに本人が窮している状況が伺え

る。これは介護「個人・家庭のこと」とい

う意識が強く、「社会のこと」として未だ

周知・徹底されていないためである。こう

した意識は育児における問題も経験してき

ており、育児同様に今後、社会の理解が成

熟し、介護も「社会のこと」として、介護

に伴う仕事の変化に対する支援がアクセス

しやすいものになっていくという期待があ

る。しかし、介護は「終わりがみえない」

という点で育児と大きく異なる。本研究で

レビューした支援からは、育児支援を追従

したような対策が多くみられたが、こうし

た支援が介護独自の「終わりがみえない」

ことに対して、十分に機能しているとは言

い難い。今後はこの介護における「終わり

がみえない」という要素に対する支援や社

会の認識が求められると考えられる。 

 

Ｆ．研究発表 

１．論文発表 

なし 

 

２．学会発表 

なし 

 

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予定を
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含む） 

１．特許取得 

なし 

 

２．実用新案登録 

なし 

 

３．その他 

なし
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表 介護離職に対する方策―新聞レビューより 

カテゴリ 実施主体 内容 ソース 

社員向け 

＜休業期間の延長等＞ 

日本ユニシス 
特別有給休暇：未消化の有給休暇を介護目的に積み立てら

れる 
朝日 

日本学生支援機構 
介護離職の再雇用制度、3 年以内であれば退職時相当の給

与で復職 
朝日 

亀田製菓 
ハッピーリターン制度：介護・育児離職者が復職希望を登録

できる 
朝日 

大日本印刷 
Re-work 制度：介護・育児での退職者が勤続 3年以上の場

合再雇用する 
朝日 

みずほフィナンシャルグループ 介護休業の大幅な増加、介護離職者の再雇用の導入など 日経 

社員向け 

＜介護サービス等の提供＞ 

積水ハウス 
警備会社の見守りサービスを法人契約、社員が割安で利用

できる 
朝日 

高島屋 要介護度に応じて、介護サービス利用料の一部を補助 朝日 

NEC 同居等のための転居費用を補助 朝日 

日立製作所 
仕事と介護の両立に関するメールマガジン、社内の支援制

度を紹介 
朝日 

ゴールドマン・サックス日本法人 
ニチイ学館と契約して、介護サービスの利用料を上限を設けて負

担 
日経 

社員向け 

＜フレキシブルな勤務支援＞ 

日立ソリューションズ 出社と在宅勤務を組み合わせる 朝日 

味の素 サテライトオフィスの整備、管理職に対し在宅勤務を義務化 日経 
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企業向け 

＜介護離職防止サービス＞ 

三井住友海上火災保険 
企業向けに介護と仕事の両立支援のサポート業務を売り出

す 
日経 

損保ジャパン日本興亜 
「介護サポートプラン」：有料老人ホームの紹介や相談業務

を団体保険の特約商品として売り出す。 
日経 

あいおいニッセイ同和損害保険 
企業向け介護離職防止サービスの売り出し、「事前評価」「支援制

度の周知」「介護に直面した際の支援」 
日経 

大学等による支援 立命館 男性介護ネットの設立、全国で講演会などを実施 朝日 

地方自治体による支援 

兵庫県 介護理由での離職者を再雇用した事業所に補助金を支給 朝日 

福岡市 
市役所内に働く人の介護サポーターを開設（相談員 2人が

常駐） 
日経 
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厚生労働科学研究費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）） 

分担研究報告書 

 

インドネシアにおける家族介護者の鬱と支援策 

 

研究分担者 柏木志保 筑波大学医学医療系ヘルスサービスリサーチ分野 研究員 

 

研究要旨 

目的：高齢者を介護する家族介護者は鬱病や負担を抱える傾向にある。介護にともなう鬱や

負担により家族介護者は、介護の継続が難しい状況に陥ることもある。家族介護者の精神的

な健康のバランスを保つことは、介護の質を確保するために必要である。本稿の目的は、イ

ンドネシアの中高年を在宅で介護する家族介護者の鬱に関連する要因を明らかにすることに

より、家族介護者支援策を考察することにある。 

手法：本稿では、2007年に米国のシンクタンクRAND (Research and Development)により

実施されたインドネシアの家族生活調査（Indonesia Family Life Survey, IFLS）を使用し

て、40歳以上の中高年を介護する家族介護者1,569名を分析した。IFLSは、鬱のスケールと

してThe Center for Epidemiologic Studies Depression Scale（CES-D）の短縮版を用いてい

る。本研究では先行研究を参照にして10点以上を鬱群、9点以下を非鬱群とした。家族介護者

の鬱を従属変数、家族介護者の鬱と関連する要因を独立変数として、単変量解析を行った。

そのうち統計的に有意な(p＜0.2)な変数を選出し、多重共線性がないことを確認した後、家族

介護者の鬱を従属変数とし、多重ロジスティック回帰分析を実施した。 

結果：家族介護者の53.32％が女性家族介護者であった。8.0％がうつ群であった。多変量解

析の結果、うつ群と有意な正の関連を示したのは、都市部に在住、一人当たりの家計支出が

高い世帯、主観的健康感が低く、疾病や痛む箇所が多い家族介護者である。一方、負の関連

があった要因は、家族介護者の年齢が低いこと、仕事を有していない家族介護者であった。 

結論：インドネシアの高齢者を支援するための現行の政策は、低所得層を対象とするもので

ある。しかし、われわれの研究の成果は、都市部に住む家族の介護者、かつ月々の支出が多

い家族介護者が鬱であることが明らかとなった。貧困層を支援するプログラムに加えて、中

・上所得の人々のために、支援プログラムやサービスを提供することがインドネシアの家族

介護者のうつ病を改善するのに役立つことが示唆される。 

Ａ．研究目的 

家族介護者は、「隠れた患者」と表現さ

れることがある。なぜなら、家族介護者は

介護のための時間を費やす必要があるため、

十分や診療やカウンセリングを受けること

ができないためである。その結果として、

体調や心の状態が悪くなることもある。高

齢者を介護する介護者は、鬱やストレスを

抱える傾向が高い。最悪の場合、介護者の

鬱やストレスにより、介護の中断や高齢者

への暴力に発展するケースもある。 

 家族介護者の鬱やストレスに関する研究

は、主に先進国において研究が行われてい

るが、途上国を対象とした研究は稀である。

そこで、本研究は、高齢化人口が急激に増

加するインドネシアに焦点をあて、高齢者

を介護する家族介護者の鬱と関連のある要

因を明らかにすることを目的とする。 
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Ｂ．研究方法 

 本 研 究は、米国のシンクタンク

(Research and Development)により実施

された Indonesia Family Life Survey 

4(IFLS 4)を用いて分析を行った。IFLS は、

12000 世帯、30000 万人のインドネシア

人を対象とした縦断研究である。IFLS４

では、初めてメンタルヘルスが質問紙に追

加された。 

 IFLS４では、メンタルヘルスを測るス

ケールとして CES-D の短縮版が使用され

た。先行研究によるいと 10 点以上が鬱群

であることが明らかである。そこで、本稿

では、10 点以上を鬱群、9 点以下を非鬱

群と分類した。 

 また、家族介護者の鬱に関する先行研究

より、鬱に関連する要因を選出した。これ

らの要因と類似した項目を IFLS4 から選

出した。 

 単変量解析ではカイ二条と T テストを

行い、統計的に有意(p＜0.2)である変数を

選出した。家族介護者の鬱を従属変数、そ

の関連要因を独立変数として多変量解析を

行った。 

 

Ｃ．研究結果 

 家族介護者の 53.92 %が女性であった。

鬱群は 8.09 %であった。多変量解析の結

果、家族介護者の鬱と関連のあった要因は、

家族介護者の年齢、居住エリア、一か月の

世帯出、仕事、主観的健康感、疾患数、及

び体の痛みを感ずる箇所の数であった。 

Ｄ．考察 

 高齢者を介護する家族介護者の鬱につい

て、従来の研究ではインドネシアを対象と

した研究がないので、本稿の調査結果を他

の研究と比較することは難しい。しかしな

がら、CES-D 短縮版を用いた研究は台湾

を対象としたものがある。この分析では、

40％の家族介護者が鬱群に分類された。

また、短縮版ではないが、CES-D20 を用

いた研究では、認知症高齢者を介護したイ

ランの分析がある。ここでは、40%以上の

家族介護者が鬱群に分類される。先進国を

対象とした研究では、24.8%から 40%の家

族介護者が鬱群に分類されている。先行研

究と比較すると、本稿の鬱に分類される割

合が極めて低い。しかし、先行研究では認

知症の高齢者を介護する家族介護者の鬱で

あるのに対し、本稿では介護を必要とする

高齢者の家族介護者の鬱を測定しているの

で、安易にこれらの結果を比較考察するこ

とは難しいと考えられる。この点について

は、インドネシアにおけるさらなる調査が

必要になると考えられる。 

 本稿では年が若い家族介護者のリスクが

高いことが明らかとなった。年齢が若い家

族介護者は、仕事、子供の世話、家事、高

齢者の介護など数多くの役割を担っている。

年齢が高い高齢者は、介護のための資源や

ネットワークをつくる時間を有している。

また、高齢の介護者は、過去に自分の親も

しくは配偶者の親などの介護歴を有するケ

ースもある。このような経験があることに

より、こころのバランスを維持することが

できているのかもしれない。 

 本研究では、都市に住む家族介護者に鬱

のリスクが高かった。都市におけるストレ

スフルな生活環境が、家族介護者の鬱に影

響を与えている可能性が高い。 

 本稿では、一か月の世帯支出が高い高齢

者に鬱のリスクがあった。インドネシア人

全般のメンタルヘルスを研究した成果では、

本稿と逆の結果が報告されていた。これは

対象者の相違から生じる結果と推測するこ

とができる。その先行研究では、14 歳以

上のインドネシア人を対象としているのに

対し、本稿の対象者は 40 歳以上である。 

 本稿では仕事に従事していない家族介護

者に鬱のリスクがあった。本研究では、介

護者の性別、結婚の有無、日々の生活につ

いてさらに分析を進めた結果、32％の家
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族介護者が仕事をしていない女性の既婚者

であった。仕事をしていない既婚の女性介

護者の鬱のリスクが高いことは、先行研究

と同様の結果である。 

 また、主観的健康感および疾病の数、痛

みの数については、先行研究と同様の結果

であった。 

Ｅ．結論 

 51.96%の鬱の家族介護者が都市部に在

住し、これらの介護者が中・高所得であっ

た。これらの結果から、インドネシアでは

都市部に在住し、所得が高い家族介護者の

鬱のリスクが高いことが明らかである。イ

ンドネシアの現在の高齢者福祉は、貧しい

高齢者を対象とした施策である。都市部に

在住し、所得が高い家族介護者への支援や

サービスを展開することが、将来的にイン

ドネシアの家族介護者の鬱を軽減させるた

めに必要になると考えられる。 

 本稿の限界は次の通りである。まず、横

断データを用いているため、因果関係につ

いて言及することが不可能であること。ま

たデータからは、高齢者の認知障害につい

て知ることができなかったため、認知力が

低下する家族介護者の鬱を明らかにするこ

とができなかった点である。さらに、先行

研究では、鬱とサービス利用について言及

されているが、本稿では欠損値が多かった

ため、サービス利用の効果を分析すること

ができなかった。 
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分担研究報告書 

 

介護肯定感を高める要因および介護者支援 

 

研究分担者  森山葉子   国立保健医療科学院 主任研究官 

研究分担者  柏木志保   筑波大学医学医療系ヘルスサービスリサーチ分野 研究員 

研究代表者  田宮菜奈子 筑波大学医学医療系ヘルスサービスリサーチ分野 教授 

 

研究要旨 

目的：家族介護支援として、負担感等のネガティブな要因を軽減するためだけでなく、介護

をしてよかったというような介護肯定感を高める支援が必要だと考えられる。本研究では、

介護肯定感と関連する要因を示し、介護肯定感を高める支援を考察する。 

方法：本研究班の研究代表者が著した介護肯定感に関わる論文および、わが国における介護

肯定感に関する原著論文を参照し、①介護肯定感に関連する要因を示し、②介護肯定感を高

める介護者支援について考察した。  

結果：家族介護者の介護肯定感を高める要因として、介護に積極的に携われる要因が揃って

いること、SOCが高いこと、介護者の健康状態（特に精神的）がよいことが挙げられた。ま

た、訪問看護師による介護者の介護肯定感に関わる援助として、介護者と要介護者の気持ち

の橋渡しをする、家族の介護を評価する、家族と介護を共同するといったことが挙げられ

た。  

結論：家族介護者の介護肯定感を高める要因として挙げられた、適切な介護の仕方や、スト

レス対処方法は、欧米における家族介護者支援プログラムの教育内容に含まれており、わが

国でもこうした根拠に基づく支援プログラムの導入の必要性が示唆された。また、介護者が

最も密接に関わる介護専門職の言動が、介護者の肯定感に大きく関わることが考えられ、介

護専門職は要介護者の介護のみならず、介護者に対して共感をする、介護者の介護を評価す

るといった支援が、介護肯定感を高めるのに有用であることが伺われた。 

 

Ａ．研究目的 

これまで介護者の評価として、負担感や

うつ、ストレス等のネガティブな感情、状

況については種々の尺度が開発され評価さ

れてきたが、介護をしてよかった、やりが

い、満足感といったような介護肯定感も、

負担感とは独立して存在することが報告さ

れている 1-4。さらに、介護肯定感は介護

負担感を軽減するとも指摘されている 4。

家族介護者支援をする際も、負担感等のネ

ガティブな要素を軽減するためだけでなく、

介護肯定感を高めるような支援が必要と考 

 

 

えられる。本研究では、介護肯定感と関連

する要因を示し、介護肯定感を高める支援

を考察する。 

 

Ｂ．研究方法 

 本研究班の研究代表者が著した介護肯定

感に関わる論文および、わが国における介

護肯定感に関する原著論文を参照し、①介

護肯定感に関連する要因の中でも改善し得

るもの（介護者支援策を検討することを念

頭に、性別や、介護者と要介護者との属性

の関係等介入不可能な要因を除く）を示し、
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②介護肯定感を高める介護者支援について

考察した。 

（倫理面への配慮） 

 本研究では、公開された論文を参照して

まとめたものであり、参考文献として掲げ

ている。個人情報等は一切扱っておらず、

倫理面への配慮は必要なし。 

 

Ｃ．研究結果 

１．介護肯定感と関連する要因 

 小林、田宮ら（本研究本の研究代表者）

5らの研究では、介護をしてよかったと思

うこととして、１．病状・症状の改善、２．

人間としての絆の深まり、３．感謝される

喜び、４．恩返しができている、５．その

他、のいずれかに○をつけたものを介護肯

定感あり、６．良かったと思ったことがな

いに〇をつけたものを介護肯定感なしとし

て、介護肯定感の有無に関連する要因を分

析したところ、「介護者の意向が介護方針

に反映されている」こと、「介護者の主観

的健康感が高い」ことがポジティブに関連

していた。この他には、Sense of 

Coherence (SOC)：ストレス対処能力・健

康保持力と介護肯定感との関連を検討して

いる報告が多く見られた。宮坂ら 6が、櫻

井 4の介護肯定感 14 項目（「介護状況への

満足感」、「自己成長感」、「介護継続意思」

の３つの下位尺度からなる）を用いて介護

肯定感を評価し、SOC、主観的健康感、

ソーシャルサポート（「適切な介護の仕方

が分かる」、「介護に関する悩みを相談する

人がいる」、「十分睡眠がとれている」、「家

を留守にできる」、「症状の変化に対応でき

る」の 5 項目からなる）との関連を検討

したところ、適切な介護の仕方が分かる、

主観的健康感の中でも精神的主観的健康感

が高い、SOC が高いことが関連していた。

陶山ら 7も櫻井 4の介護肯定感（当該研究

の中で因子分析をした結果、抽出された３

因子に「介護に対する充実感」、「自己成長

感」、「高齢者との一体感」と名付けている）

を用い、ストレス対処行動との関連を検討

しており、介護肯定感のうち、「自己成長

感」や「高齢者との一体感」には、介護者

や要介護者の特性より、ストレス対処行動

と関連していることを報告している。「介

護状況に対する充実感」には介護者自身の

健康状態がよいことも関連していた。また、

片山ら 8が、高齢者介護ではないが、医療

的ケアに携わる家族介護者において、同様

に櫻井 4の介護肯定感 14 項目を用いて、

介護者の在宅介護の動機の強さや、対処行

動との関連を検討したところ、介護肯定感

の 3 因子すべてに、在宅介護への動機が

強いこと、「情緒的な近接型」の対処行動

（療養者の気持ちを常に尊重して行動する、

自分の役割であると再確認するといった因

子からなる）が関連し、「介護を通しての

自己成長感」には、「自己コントロール型」

の対処行動（無理しない要介護する、自分

で自分を励ますといった因子からなる）が

関連していた。末益ら 9は、筋委縮性側索

硬化症（ALS）患者の主介護者において、

同様に櫻井 4の介護肯定感を用いた介護肯

定感と、ストレス対処行動（「介護におけ

るペース配分」、「介護役割の積極的受容」、

「気分転換」、「私的支援追及」、「公的支援

追及」の 5 因子からなる）との関連を検

討した。その結果、介護肯定感の３つの因

子すべてにおいて、「介護役割の積極的受

容」、「公的支援追及」が関連し、さらに介

護肯定感の「自己成長感」には「介護にお

けるペース配分が、「介護継続意思」には、

「現在の関係がよい」が関連していた。 

２．専門職による家族介護者の介護肯定感

を高める支援 

 深堀ら 10が、訪問看護師の家族介護者の

介護肯定感に関する援助経験の現状を調査

したところ、具体的な援助経験として、

「看護師と家族介護者がケアを共同する」、

「家族介護者の気持ちを受容する」、「家
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族介護者と要介護者の関わりをつなぐ」、

「家族を評価する」、「家族介護者に感謝

の気持ちを伝える」といった事例が挙げら

れた。さらに、家族介護者の介護肯定感へ

の援助として 20 項目を示し、5件法で回

答を得たものを因子分析したところ、3つ

の因子が抽出された（「介護の意味づけを

高める援助」、「共感的な援助」、「資源

の活用」）。また、須永ら 11が、介護者の

生きがいへつなげる訪問看護師の支援につ

いて、老老介護をする夫婦を担当する訪問

看護師にインタビュー調査したところ、夫

婦相互の気持ちの橋渡しをする、夫婦の役

割を尊重する関わりをする、夫婦に寄り添

う存在となるといった支援が挙げられた。 

 

Ｄ．考察 

家族介護者の介護肯定感を高める要因と

して、大きくまとめると以下の 3 つが挙

げられた。①介護者の意向が介護方針に反

映されていること、適切な介護の仕方が分

かるといった、介護に積極的に携われる要

因が揃っていること、②SOC が高いこと、

SOC の項目としては、介護を自分の役割

として受け入れる、療養者の気持ちを常に

尊重して行動するといった対処行動や、無

理をしないよう介護をする、介護における

ペース配分をするといった自己コントロ―

ル型の対処行動ができること、③介護者の

健康状態がよい、特に精神的主観的健康感

が高いことが関連していたが、場合によっ

ては、こうした介護者の状況以上に SOC

が関連していた。また、訪問看護師による

介護者の介護肯定感に関わる援助として、

介護者と要介護者の気持ちの橋渡しをする、

家族の介護を評価する、家族と介護を共同

するといったことが挙げられた。 

 介護肯定感と関連していた、適切な介護

の仕方や、ストレス対処能力といったもの

は、欧米では家族介護者支援プログラムの

中で教育として行われており、プログラム

により、介護者の負担感や不安感が軽減さ

れたことが報告されている 12、13が、同時

にこうした教育をすることで介護肯定感を

高める可能性も示唆された。わが国でも根

拠に基づいた教育プログラムの開発、導入

が求められる。 

また、訪問看護師は、要介護者の看護の

みならず、家族介護者の心を支える役割が

あるとの自覚をもって、介護者に対する支

援を行っていることが伺われた。介護者が

要介護者の介護を通して密接に関わるのは、

在宅介護に関わる、訪問看護師、訪問介護

士、ケアマネジャーといった専門職であり、

これらの言動が介護者の肯定感に大きく影

響することが考えられる。専門職が、介護

者の労を労う、介護者の行動を評価すると

いったことをすることで、介護肯定感の下

位尺度である介護状況への満足感、自己成

長感を高めることにつながり、介護者の相

談に乗り、介護者に共感するといったこと

は、在宅介護を継続する動機につながるこ

とが考えられる。 

 

Ｅ．結論 

 家族介護者の介護肯定感を高める要因と

して、介護に積極的に携われる要因が揃っ

ていること、SOC が高いこと、介護者の

健康状態（特に精神的）がよいことが挙げ

られた。適切な介護の仕方や、ストレス対

処方法は、欧米における家族介護者支援プ

ログラムの教育内容に含まれており、わが

国でもこうした根拠に基づく支援プログラ

ムの導入の必要性が示唆された。また、介

護者が最も密接に関わる介護専門職の言動

が、介護者の肯定感に大きく関わることが

考えられ、介護専門職は要介護者の介護の

みならず、介護者に対して共感をする、介

護者の介護を評価するといった支援が、介

護肯定感を高めるのに有用であることが伺

われた。 

 



- 70 - 

 

【参考文献】 

１． Lawton MP, Kleban MH, Moss M, 

et.al. Measuring caregiving 

appraisal. J Gerontol 1989; 

44(3):61-71. 

２． Kinney JM, Stephens MA. Hassles 

and uplifts of giving care to a 

family member with dementia. 

Psychol Aging 1989; 4(4): 402-408. 

３． Kramer BJ. Cain in the caregiving 

experience: where are we? What 

next? Gerontologist 1997; 37(2): 

218-232. 

４． 櫻井成美.介護肯定感がもつ負担軽減

効果．心理学研究 1999；70（３）

:203-210. 

５． Kobayashi M, Tamiya N, Kashiwagi 

M, Ito T, Yamaoka Y, Matsuzawa A. 

Factors related to positive 

feelings of caregivers who 

provide home-based long-term care 

for their family members in Japan. 

Research on Humanities and Social 

Sciences 2013; 3(16) :27-36.  

６． 宮坂啓子，藤田君支,田渕康子．認知

症高齢者を介護する家族の介護肯定

感に関する研究．老年看護学 2014; 

18(2): 58-66. 

７． 陶山啓子，河野理恵，河野保子．家

族介護者の介護肯定感の形成に関す

る要因分析．老年社会科学 2004; 

25(4): 461-470. 

８． 片山陽子，陶山啓子．在宅で医療的

ケアに携わる家族介護者の介護肯定

感に関連する要因の分析．日本看護

研究学会雑誌 2005; 28(4): 43-52. 

９． 末益友佳子，門間晶子．在宅筋委縮

性側索硬化症患者の主介護者の介護

肯定感とその関連要因．日本看護研

究学会雑誌 2015; 38(2): 43-55. 

１０． 深堀浩樹，久保直子，河田みどり．

訪問看護師による家族介護者の介護

肯定感への援助と職務ストレスとの

関連．家族看護学研究 2008; 14(1): 

68-76. 

１１． 須永恭子，田村須賀子，関根道和．

老老介護における介護者の生きがい

へとつながる訪問看護師の支援につ

いて．Hospital and Home Care 

2014; 22(3): 318-324. 

１２． Hicken BL, Daniel C, Luptak M, 

Grant M, Kilian S, Rupper RW. 

Supporting caregivers of rural 

veterans electronically (SCORE). 

Journal of Rural Health 2016. DOI: 

10.1111/jrh.12195. 

１３． Nichols LO, Adams JM, Burns R, 

Graney MJ, Zuber J. Translation 

of a dementia caregiver support 

program in a health care system -

REACH VA. Archives of Internal 

Medicine 2011; 171: 353-359. 

 

Ｆ．研究発表 

１．論文発表 

なし 

 

２．学会発表 

なし 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予定を

含む） 

１．特許取得 

なし 

 

２．実用新案登録 

なし 

 

３．その他 

なし 

                                                                        



- 71 - 

 

厚生労働科学研究費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）） 

分担研究報告書 
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研究要旨 

在宅介護がますます推進される中、欧米に比して介護者支援が遅れているわが国において、

具体的な介護者支援策を講じることは喫緊の課題である。介護者の実態把握のためのわが国初

の全国調査1の結果から、家族介護者が求める支援を、１．緊急時対応、２．経済的支援、

３．介護者への理解、４．休養・リフレッシュ、５．仕事との両立と分類した。この5大支援

の分類に則り、当研究班で収集した国内外の家族介護支援の先駆的事例から考えうる、わが国

での家族介護支援策構築に向けた提言をまとめた。 

１． 緊急時対応として、緊急ショートステイが確保されることが必要であり、その方法とし

て、紹介した空床周知事業の他に、自治体事業として空床を確保しておく等もあるが、紹介

した老健施設のように100%緊急ショートステイを受け入れられる事業所が増えれば、利用

者や家族介護者にとっても馴染みの施設に入れる可能性も増え、緊急という不安な中でも安

心を一つ確保できるのではないだろうか。 

２． 経済的支援として、ドイツや韓国のように家族介護者に二次的にでも現金給付がなされ

たり、介護休暇に対する金銭支援、ドイツのような社会保険料補助、無利子の貸付け等が考

えうる。介護者が経済的支援を必要としていること、また介護者に経済的支援を行うことは

介護を労働として評価していることにもつながること等も考慮すれば、日本の介護保険にお

いても、家族介護に対する経済的支援策を検討する必要性が示唆された。 

３． 介護者への理解として、種々の相談・助言の場を多く設置することも重要であるが、物

理的にも心情的にも自ら相談に出向くことの難しい介護者も多々おり、紹介した認とも・ケ

アとものようなアウトリーチ型の支援も望まれる。また、介護していることを周囲に伝えに

くい状況の原因として、国民の介護に対する意識が希薄なのではないか、介護者自身ももっ
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と自身を評価してよいのではないかと思われ、国民全体の介護に対する意識を変えていく、

あるいはそうした啓発活動が必要なのではないかと思われた。 

４． 休養・リフレッシュとして、在宅介護を継続するためにも、介護者が時折休暇を取るこ

とは有用であり、この間の代替介護者に対する支援が必要だと考えられる。また介護者が休

暇をとってもよいという意識を広めることも必要だと思われた。 

５． 仕事との両立として、わが国のように介護を始める準備期間としての介護休業のみなら

ず、ドイツのようにさらに長期の休業期間や、労働時間の短縮、さらに看取り休暇等、自身

が介護をするための休暇の設置も含め柔軟な働き方が認められる制度が求められる。一方

で、離職をしても自ら介護をしたい人が、離職後経済的に不利益を被らない支援も必要では

ないだろうか。また、介護休業期間中に何をすべきか、復職後、介護が終わったあとどうい

うことができるかといったモデルがあると両立がしやすいことも考えられる将来を展望しや

すいであろう。わが国では、個々の企業が両立支援に取り組み始めているが、こうした好事

例を周知するしくみを作るとともに、対応が難しい中小企業への支援策も必要である。 

これらの枠組みを超えて、介護者の多様なニーズにこたえ得る多様な支援が求められてお

り、それを提供する介護者支援マネジメントシステムが構築されることが必要だと考えられ

た。また、高齢者にケアマネジャーがいるように、介護者にも介護者に関わることをマネジ

メントするサポーターが必要になってきていると考えられた。海外では、制度的に自己決定

権が認められており、わが国でも、支援する側もされる側も、自ら選択するという意識をも

つことができれば、自ずとおのずと必要な多様な支援が見えてくるものと考えられる。 

 

Ａ．研究目的 

在宅介護がますます推進される中、欧米に

比して介護者支援が遅れているわが国におい

て、具体的な介護者支援策を講じることは喫

緊の課題である。介護者の実態把握のための

わが国初の全国調査1の結果から、家族介護

者が求める支援を、１．緊急時対応、２．経

済的支援、３．介護者への理解、４．休養・

リフレッシュ、５．仕事との両立の５つに分

類した。この5大支援の分類に則り、当研究

班で収集した国内外の先駆的事例から考えう

る、わが国での家族介護者支援策構築に向け

た提言を行うことを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

各研究分担者および研究協力者が収集した

国内外の介護者支援の先駆的事例を5大支援

に分類し、それぞれについてわが国における

介護者支援策としてどのように反映できるか

当研究班で議論した。さらにこの枠組みを超

えたところで必要な支援策についても議論し

た。 

 
（倫理面への配慮） 

国内外の事例を日本の支援策としての導入

の可否を一般的に論じているものであり、

また法人や施設の固有名詞は記載の許可を

得ており、倫理面の問題なし。 

 

Ｃ．研究結果・考察 

当研究班では、介護者の実態把握としてわ

が国初の全国調査の結果1から、家族介護者

が求める支援を以下の５大支援としてまとめ

た。すなわち、ニーズの高いものから順に、

１．緊急時対応、２．経済的支援、３．介護

者への理解、４．休養・リフレッシュ、５．

仕事との両立であった。この5大要求支援に

対する支援策を提言すべく、各国の介護者支

援の状況や、国内の介護者支援の先駆的取り

組み事例を収集したところ、法律や制度の有

無、公的介護保険の有無、文化、その他種々
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の背景に応じた介護者支援策が実施されてい

ることが伺われた。これらを5大支援にあて

はめたものが表１である。海外事例について

は、各国の全国的な制度を中心に、日本の事

例については個々の自治体や施設・団体の取

り組みを取り上げた。本報告では、個々の取

り組みから我が国の介護者支援強化につなが

る支援策を5大支援ごとに検討し、さらに、

この枠組を超えて求められるものとして、我

々研究班が議論した介護者支援策を報告する。 

 

１． 緊急時対応  

緊急時対応は、わが国において現段階で最

も必要とされるものであるが、日本では自治

体や施設が個々に対応している状況であった。

特に、緊急時に即刻必要となるのが緊急ショ

ートステイサービスであると考えられ、どこ

に空床があるかを知らせるカレンダーの実証

実験を報告した。さらに、空床がある時のみ

受け入れるという姿勢のみならず、施設内の

種々の工夫からいつでも100％緊急ショート

ステイを受け入れている施設について報告し

た。他にも、都道府県、市町村がお知らせ事

業としてWeb掲載したり（この場合は、直近

の情報であるかどうかが問題となりがちであ

る）、個々の施設がそれぞれの施設のホーム

ページ上で空床の有無を掲載したり、あるい

は都市部では自治体事業として、常時空床を

確保している市町村もあった。海外に目を向

けると、ドイツで代替介護者確保の費用が介

護保険で保障されていることと、緊急ショー

トステイのための空床がほぼ全ての入所施設

で確保されていた。今後、在宅介護をさらに

推進するのであれば、家族介護者は必須であ

り、その介護者たちが最も懸念するのが、自

分たちが急に介護できなくなった場合の緊急

時対応であることから、この不安を払拭する

ことが第一の支援となると考えられる。自治

体による空床の確保も一つの策ではあり、施

設が空床を確保する場合には経営的な影響を

考慮した支援策が必要である。ただし、この

場合は全く利用経験のない施設のサービス提

供を受ける可能性も高く、自宅から遠い等の

不便も考えうる。可能であれば、我々が報告

した老健のように、100％緊急ショートステ

イを受け入れられる施設が増え、それが馴染

みの施設であれば利用者や家族にとって大き

な安心となる。ただし、本事例は、一朝一夕

に行えるサービスではなく、日ごろから、利

用者や家族と施設との信頼関係の構築があっ

てこそのサービスであるため、同サービスを

広めるには時間と工夫が必要である。現在、

他施設でも行い得るサービスであるか、別事

業の研究で検証が進められているところであ

る。 

また、介護者の急な体調不良をなるべく予

防するためにも、ドイツや韓国の介護保険制

度のように、代替介護者確保費用を保障し、

介護者が時々休養できる支援も必要と考えら

れる。 

 

２． 経済的支援  

ドイツにおける介護保険では、介護給付と

しての現金給付があり、これは要介護者に給

付される現金で、要介護者がどのような介護

を受けるか自ら選択し、計画した介護を受け

るために使うものである。家族が介護する際

には家族に支払われてもよいことになってい

る。韓国における介護保険では、家族療養保

護士という、介護の国家資格である療養保護

士を持つ親族から介護を受けた際に受け取る

訪問療養給付の制度があった。これらは、二

次的にではあるが、介護者の経済的支援につ

ながる施策であり、これらの制度を参考に、

日本の介護保険制度においても、家族介護に

対する経済的支援策を検討する必要性が示唆

された。 

現金給付等については、社会保障審議会介

護保険部会の「介護保険制度の見直しに関す

る意見」（平成28年12月9日）において、現

時点で導入することは適当ではないとされ、

現金給付には我が国の経過からも慎重を期す
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必要があるとされたところでもあるが、多く

の介護者が経済的支援を求めていることを鑑

みれば、今後、在宅介護の保険給付として、

ドイツ介護保険のように現物給付のほか現金

給付の一部選択の検討、あるいは韓国介護保

険制度のように資格保有者による家族介護に

ついては報酬を支払う、さらに、両国のよう

にレスパイトケアとしてデイケアやショート

ステイだけでなく、家族介護者等の休養のた

めの代替介護者確保経費補助等の経済的支援

も考えうる。また、ドイツのように、家族介

護者等の介護を社会的労働として評価し、年

金保険の保険料を介護保険財源から支払うと

いった経済的支援も考えうる。さらに、家族

介護期間中の無利子貸し付け制度を設けて、

介護者の生活を安定させることや、雇用保険

の適用、年金受給額が減少しないよう等配慮

することもできるのではないか。 

介護者に金銭を給付する、あるいは社会保

険を保障するということは、介護を労働とし

て評価することにもつながる。３の介護者へ

の理解にも関わるが、介護者は自身の行って

いる多大な労力を伴う介護というものを、認

めてもらいたい、だれかにわかってもらいた

い気持ちを持っているという。それを表す手

段の一つとしても、経済的支援は有効に活用

できる可能性がある。 

 

３． 介護者への理解  

介護者が求める支援として3番目に多かっ

たのが、介護者への理解であった。我々の調

査において、わが国における介護者への理解

に分類される支援としては、地域支援事業に

よる介護者支援の他は、個々の法人や施設等

が応じている状況であったが、ドイツや韓国

では国家プロジェクトとしての支援がなされ

ており、日本においても国としてさらなる介

護者を理解する支援を行える可能性が示唆さ

れた。 

また、イギリスのように、介護者調査を継

続的に実施し、介護者の状況を客観的・統計

的データとして把握・分析することは、制度

運営管理者としての自治体がエビデンスにも

とづく制度運営をする上で非常に重要である。

日本の介護者支援策を地域包括ケアシステム

に組み込んで実施する上でも、地域で把握す

るべき介護者の状況・状態の客観的データを

標準化し、それを活用することが重要になる。

さらに、介護者の声を政策に反映することで、

介護者の負担軽減や介護者理解へつなげるこ

とができるといった意味においても、こうし

た調査を実施し有効に活用することが求めら

れる。 

さらに、気軽にできる相談・助言の場の提

供や、介護講習の機会の提供により、情報を

得ることおよび介護者の負担軽減につなげる

ことも必要である。ドイツの多世代の家や、

日本のてとりんハウスのように、介護者のみ

ならず子供からお年寄りまで誰でも気軽に立

ち寄り、相談したり当事者同士話し合ったり、

世代を超えたアドバイス等をしあえるような

場が必要であり、提供するための経費、しく

みづくり等の支援が必要である。一方で、介

護者は物理的にも心理的にも、自分から助け

をもとめたり、相談に行ったりということが

困難な場合が多い。介護者と支援者をつなぐ

という視点を持ち、アウトリーチ型の支援も

重要である。NPO法人アラジンが始めたケア

とも事業は、介護者のために、介護者のもと

に出向くという、介護者が求めている支援そ

のものであり、大きな支援となる。 

韓国やアメリカが取り組む介護者支援プロ

グラム等は介護者の負担感や不安感を軽減し

ており有用な支援であるが、実施には一定程

度の金銭が必要であり、韓国のように国家プ

ロジェクトとして実施できる場合はよいが、

アメリカにおいては研究者が研究費を獲得し

て行っていた。こうしたエビデンスに基づい

た介入により、介護者の負担が軽減し、施設

移行せず在宅介護を継続できれば、費用抑制

にもつながり、費用対効果を考慮した上でも

こうしたプロジェクトへの経費補助が必要で
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あると考えられた。 

さらに、こうした個々の取り組みによる支

援そのものだけではなく、介護という者に対

する国民の意識および、介護者自身の意識を

を変革する必要があるのではないだろうか。

介護者が介護をしている事実を、職場や回り

の人に言いにくい状況は、国民の介護に対す

る意識が希薄なのではないか。以前は、多世

代同居で、介護を家族が担うことがどういう

ことかを目の当たりにしていたが、核家族化

等でそうした状況は少なくなったことから、

例えば中高生に介護のボランティアを課すな

ど、あえて介護体験を促すのも一つの手であ

る。一方で、わが国は親の介護をすることは

当たり前という意識がいまだ残っており、多

大な労力を伴って介護をしているにも関わら

ず、そのことに自分でも自分を評価できてい

ない介護者が少なからずいると思われる。介

護という大きな役割を担っている自分をねぎ

らい評価できる意識が、介護者にも必要と考

えられる。アメリカでは家族介護者支援が法

律で明記されていたり、イギリスでは自治体

に介護者支援義務が課されており、介護者の

権利擁護が明確に謳われている。しかしわが

国では、家族介護に関しては、介護休業に関

する法律はあるものの、家族介護者支援に関

しては法整備が遅れている状況である。わが

国でも法律の中に、介護者を規定し、介護者

支援を明記すれば、介護者が堂々と介護でき

る環境が整い、また様々な支援も活性化する

ことが考えられる。 

 

４． 休養・リフレッシュ  

一般労働者に休暇があるように、介護を労

働としてとらえれば介護者にも休暇が必要で

あることは一目瞭然である。ドイツや韓国

（韓国は認知症要介護者の介護者）では介護

者が休暇をとるという概念があり、その間の

代替介護者や代替サービスに対して、保障が

なされている。介護者の休養・リフレッシュ

を促すことで、介護者の心身が健康に保たれ、

結果として、在宅介護の継続を支援すること

につながり、わが国においてもまずは、介護

者にも休養、休暇が必要であるという考えを

持つことから始める必要があるのではないか。

また、介護者が休養を取ることに対する後ろ

めたいという心情・意識が少なからずあり、

これらを払拭していく啓発活動も必要と思わ

れた。 

 

５． 仕事との両立 

アベノミクス第二ステージにおいて、第三

の矢として介護離職ゼロが謳われ、平成29年

1月から育児・介護休業法の改正により、介

護休業の3回にわたる分割取得が可能となっ

たり、介護休業給付の給付率の引き上げ等が

行われた。また、介護離職ゼロの政策が出て

から、ケアマネの研修の中でも離職防止に関

することが含まれるようになり、ケアマネの

意識や計画の中にも、介護者が仕事を続けら

れるようにという姿勢が見られるようになっ

たとのことで、仕事との両立支援が少しずつ

進んでいるところである。 

介護離職防止として介護休業制度があるが、

わが国の制度は、自身が介護をするための期

間としてではなく、急に家族に介護が必要と

なった際に、今後の見通しをたて、介護の準

備をする期間として設計されており、現在は

上限が93日となっている。しかし、ドイツ

には、介護期間（日本の介護休業と同様、近

親者の介護体制構築のために取得できる介護

休暇）の他に、家族介護期間（6か月の休業

ないし、労働時間の短縮が最長24か月ま

で）、さらに、看取り休業（看取りのために

3か月の就業免除）といった介護休業の制度

がある。わが国においても、介護休暇制度が

あるが、これは年間5日まで（複数人の介護

をしている場合は10日まで）であり、自身

で介護をしたい介護者にとっては十分ではな

く、ドイツのような、実際に介護をするため

の休業期間が検討されてもよいのではないだ

ろうか。こうした、長期間の休業制度や、看
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取り休暇の設置、労働時間短縮等により、離

職せず介護をできる柔軟な対応策を制度化す

ることで離職を防ぐことができると考えられ

る。 

さらに、介護者がどのように仕事と介護の

両立を図れるのか、介護保険の給付等のフォ

ーマルケアとインフォ―マルケアをうまく組

み合わせながら、多様な在宅介護の在り方が

あるというモデルを示す必要がある。厚生労

働省より、介護者向けに「仕事と介護の両立

モデル：介護離職を防ぐために（平成25年度 

仕事と介護の両立支援事業）」や、企業向け

に「企業における仕事と介護の両立支援実践

マニュアル：介護離職を予防するための仕事

と介護の両立支援対応モデル（平成27年度 

仕事と介護の両立支援事業）」等が示されて

おり、こうした有用なモデル紹介を現在の介

護者のみならず、介護者予備軍（これは全国

民が匹敵すると考えられる）にも周知してい

くべきである。 

一方で、介護離職を即座にイコール悪と考

えるのではなく、自分で要介護者を介護した

いという人にはその希望を叶え、それが社会

的・経済的に不利にならないような制度を準

備し、各労働者の自己決定の裁量の幅を拡大

することも必要である。また、仕事と介護の

両立がうまくいっている事例だけではなく、

介護離職をしたらどういう状況となることが

考えられるのか、離職後、介護を終えたらど

のような復帰が考えられるのかといったこと

も含めたモデルの提示が求められている。 

国内の企業における介護と仕事の両立につ

いて情報収集したところ、介護休暇の延長や

再雇用制度を設けるなど、個別に対応をして

いる企業が多数みられ、これらのうち好事例

については、全国的に紹介し、その方法を広

めていくことが求められると考えられた。そ

れらに係る経費、労力、方法、他企業へ情報

発信する仕組み作り等の支援が考えられる。

一方で、こうした企業による個別の支援は主

に大企業において行われており、中小企業等

個別に対応が難しい企業に対する支援が必要

である。 

また、休業・離職後の復職を視野に入れた

上での介護休業期間中にすべきことの提案と

その周知を、自治体や包括支援センター等が

担うことができれば、スムーズに復職できる

支援となることが考えられる。 

 

６．５つの枠組みを超えて 

これら収集した事例について、日本の家

族介護の実情や介護保険の運営状況に即し

て、介護者の介護負担軽減や介護者支援に

つながるものについては、導入を検討して

いくことが求められる。 

それと同時に、こうした枠組みを超えて求

められているのは、多様なニーズにこたえ得

る多様な支援である。介護離職したくない人

のために離職ゼロ政策をとることは非常に有

用であるが、中には離職をしても介護を自身

で担いたい人もいる。仕事の有無に関わらず、

自ら介護をすることが難しい人もいれば、介

護を自分でするために、家事援助をして欲し

い人もいる。こうした多様な支援の機会を提

供できることが求められ、さらには、こうし

た多様な介護の方法があることを示唆するモ

デルを示すことも合わせて必要であろう。そ

のためには、要介護者のためのケアマネジメ

ントシステムがあるように、介護者のための

介護者支援マネジメントシステムを構築する

ことが望まれる。昨今、市町村の地域支援事

業の中で地域のニーズに即した支援を自治体

が提供することになり、あるいはこのことが

結果的に地域格差を生み出すのではないかと、

国主導か自治体主導かは意見のわかれるとこ

ろではあるが、いずれにしてもシステムとし

て介護支援を行い、そのマネジメントが求め

られている。 

同時に、要介護者にはケアマネジャーがつ

き、ケアプランの作成から各種調整を担って

いるが、介護者にもこうしたサポーターが必

要だと考えられるようになってきた。介護に
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関わる具体的支援のマネジメントの他、介護

者のライフプランやキャリアといった、その

後の人生についても相談できる場や支援者が

必要ではないだろうか。それをケアマネジャ

ーが担うことができれば家族の困難を丸ごと

把握できてよいとする考え方もあれば、いつ

も要介護者と介護者の利害が一致するとも限

らず、介護者のサポーターは別の人に切り分

ける方がよいとの考え方もあり、どういった

立場の人が適任かは検討が必要である。 

海外では、自分で選択をすることがそも

そもの理念としてあり、制度的に自己決定

権が認められている。わが国でも、支援す

る側もされる側も、自ら選択できることを

基本に考えれば、おのずと必要な多様な支

援が見えてくるものと考えられる。 

 

Ｅ．結論 

 我々が分類した 5大支援に則り、１．緊

急時対応では、在宅介護者の最大の不安要素

を払拭すべく確実な対応が必須であり、その

上で、可能であれば利用者や家族が日ごろか

ら親しんでいるサービス提供者からのサービ

スであることが望ましいことを鑑みれば、本

研究で報告した老健の取り組みを広めること

も大きな支援となると考えられる。２．経済

的支援については、現金給付等については、

社会保障審議会介護保険部会等の議論におい

て、現時点での現金給付等の導入は適当では

ないとされたところであるが、介護者の多く

が望む支援であること、またドイツや韓国の

介護保険制度では家族介護者に二次的にでも

経済的支援が行われていることを考えると、

日本においても検討の必要性が示唆された。

３．介護者への理解では、介護者支援プログ

ラム等による介入や、相談場所を設けること

等も考えうるが、さらに踏み込んでアウトリ

ーチ型の支援や、介護者に特化したサポータ

ーを設けることの重要性も議論された。しか

し、それは国民も介護者も両者における介護

に対する意識改革をまずはすることが求めら

れる。４．休養・リフレッシュについて、ド

イツや韓国の介護保険制度では、一定の要件

に該当すると休暇が保障されており、在宅介

護を継続するためにも、介護者の休暇に対す

る支援は検討されるべきである。５．仕事と

の両立では、介護休業制度をさらに柔軟な制

度にし、介護準備期間としての休業だけでな

く、介護者自らが介護をしたり看取りをした

りする休業期間を設けることを検討されたい。

また、各企業の取り組みに対する経済的支

援および、好事例を周知するシステム作り

に対する支援等も考えられる。さらに、こ

れらの枠組みを超えて、介護者支援を行う

マネジメントシステムの構築が必要である。

多様なニーズに応じうる多様な支援の選択

が叶うよう、また多様な選択肢が存在する

ことを示すモデルを提供していくことも必

要ではないだろうか。利用者も介護者も自

らが人生を選択する意識を持って、活動で

きる支援策が求められている。 
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表1 5大支援ごとの収集した事例 

 ドイツ 韓国 イギリス アメリカ 国内 

１．緊急

時対応 
代替介護者確保費用

の保障 

緊急ショートステイ空床

確保 

   

筑波：緊急ショートステ

イ空床お知らせカレン

ダー 

老健：緊急ショートステ

イ 100%受け入れ 

２．経済

的支援 

代替介護者確保費用

の保障 

年金・災害・失業保険

の保険料支払い・保険

適用 

介護手当（要介護者

用） 

家族療

養費 

家族療

養保護

士 

   

３．介護

者への

理解 

家族介護を社会的労働

として評価 

保険者による相談・助

言の法的義務付け 

多世代の家など地域交

流拠点 

介護講習 

家族相

談支援

プログラ

ム 

介護者法

における各

種施策（介

護者調査

（介護関連

QOL含む）

による介護

者の意見

反映） 

介護者

教育支

援プロ

グラム 

アラジン：ケアラ―カフ

ェ、ケアとも・認とも 

てとりん：ケアラ―カフ

ェ、相談、アセスメントシ

ート 

老健：日ごろからの対

話 

地域支援事業による家

族介護者支援 

４．休養

・ﾘﾌﾚｯｼ

ｭ 
代替介護者確保費用

の保障 

認知症

家族休

み支援

サービ

ス 

  

てとりん：リフレッシュ用

企画 

５．仕事

との両

立 

介護休業制度（介護期

間 

家族介護期間（看取り

休暇含む）） 

企業による事例紹介 

   

介護休業制度・介護休

暇制度 

各企業による取り組み 

老健：早朝/延長デイケ

ア、朝食・夕食つき 
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